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「まだ見ぬ将来を見据えて」  

～紀要第 100 号の発行に当たって～ 

                          所長 田中 邦典  

 

 埼玉県立総合教育センターは、昭和 23 年（1948 年）に埼玉県立教育研究所としてスタートしまし

た。そして、同年に紀要第１集が発刊されています。センターの資料室の資料から経過を整理します

と、紀要の創刊時は、戦後の混乱で不明確になっていた児童数や教職員数等の調査が行われていま

した。その後、幾度かの組織改編を経るたび、各組織で教育課題に対する研究を掲載した紀要が発行

されてきました。発行が途絶えた時期もありましたが、教育の諸課題に対し、前向きに関わり解決す

る姿勢は引き継がれ、現在に至ります。 

 

 埼玉県立総合教育センターの役割として「教育に関する専門的、技術的事項の調査研究に関する

こと」という文言が条例にあります。「研究」の事業は、開所当時からの重要な使命であることは間

違いありません。本紀要はセンターの各所員の使命感と誇りに支えられ、発刊以来受け継がれてき

た知的財産であります。 

  

埼玉県においては、今年度策定された第４期埼玉県教育振興基本計画の下、教育が進められてい

ます。その計画全体に共通する視点として、「誰一人取り残さない共生社会の実現に向けた教育の推

進」と「教育デジタルトランスフォーメーションの推進」が挙げられています。また、現在「教職員

の働き方改革」「不祥事の根絶」「教育ＤＸ」「個別最適な学びの実現」等、複雑で多様な課題が山積

しています。センターとしても、これらの課題に正対し、担当による調査研究、ユニット、プロジェ

クトチーム、ワーキンググループの取組によって解決策の一例を示すために尽力しております。し

かし急激な変化に伴い、今まで以上にセンター所員が学校や児童生徒のことを考え、より広い視野

で、将来を見据えて課題を多角的に捉え、立ち向かう必要があると考えています。所員一同、このこ

とを気概に思い、研究に尽力し、紀要としてまとめました。 

 

さて、ソヴィエト出身のＳＦ作家アイザック・アシモフの作品『われはロボット』に有名な「ロボ

ット工学三原則」があります。ＳＦが好きな方は実際に読まれたりした方や耳にされたりした方も

いらっしゃるのではないでしょうか。その中に 

第一条 ロボットは人間に危害を加えてはならない。また、その危険を看過することによって、人

間に危害を及ぼしてはならない。 

という文言があります。昨今のＡＩの進歩は、目覚ましく非常に便利ですが、一方でＡＩには感情

がありません。また、アシモフの言うロボットのようにＡＩはまだ判断・決断はできません。使用す

る側が意識して使用する必要があると考えています。このことも踏まえ、本紀要は、ＡＩを使用し、

校正を行い、人とＡＩで協力して最終仕上げをしました。 

  

本紀要を見ますと、所員それぞれの思い、専門性の一部が垣間見えます。ぜひ御一読いただき、御

指導いただければ幸いです。 

 結びに、本紀要の発行に当たり御協力・御支援いただきました関係各位にこの場をお借りして御

礼申し上げますとともに、センターの事業の更なる充実に向けて忌憚のない御指導、御鞭撻を賜り

ますようお願いいたします。 
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教科等横断的な視点に立った授業づくり（２年計画２年目） 教職員研修担当 

特別支援教育コーディネーターの連携と協働に関する調査研究 

（２年計画２年目） 

特別支援教育担当 
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に関する調査研究（１年計画１年目） 

教育 DX 担当 
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か、ホームページで報告書を公開している。 

 

表紙題字 揮毫 教職員研修担当専門指導員 中山 幸男 
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教員研修の効果測定の一考察 

馬場 敏男※
  

教員研修の効果測定は、研修の質的向上と受講者の成長に不可欠である。本稿では、カーク

パトリックの 4 段階評価モデルに基づき、従来の課題解決を図るため、AI を活用し、より客

観的で効率的な効果測定を実現できる可能性を探る。また、アンケート調査やキーワー

ド法と AI の組み合わせによるデータ分析を活用した、受講者への個別最適なフィードバ

ックを試みる。このことは、教員の学びを深め、研修の質的向上に貢献すると考える。 

キーワード: 教員研修、効果測定、AI 活用、フィードバック、キーワード分析 

 

1 はじめに 

現代社会の情報化やグローバル化の進展によ

り、教育現場は急速な変革を求められている。子

供たちには多様な背景や価値観を持ち、高度かつ

複雑な能力が求められるようになった。そのよう

な中で、教員には、多様な価値観を持つ子供たち

に対して、思考力や問題解決能力、コミュニケー

ション能力といった 21 世紀型スキルを育成する

ことが喫緊の課題となっている。そのため、教員

は、単なる知識の伝達者ではなく、子供の可能性

を最大限に引き出すファシリテーターへと役割を

変換する必要がある。 
教員の専門性向上と継続的な学びは不可欠で

あり、教員研修は質の高い教育を実現するための

重要な要素である。しかし、従来の教員研修にお

ける効果測定は、アンケート調査や受講者の感想

に頼ることが多く、客観性や効率性に課題を抱え

ている。本稿では、AI（人工知能）を活用するこ

とで、教員研修の効果測定を進化させ、質的向上

に貢献できる可能性を探る。特に、AI を用いた

データ分析とフィードバックが、教員の学びを深

め、研修の質的向上に貢献すると考える。 

 
2 教員研修の課題とその対応 

 社会の変化により、教育環境も大きく変化して

いる。そのような中、教員研修はどうあるべきか

を考える。 

※総合教育センター 総合企画長 

2.1 社会の変化と教育環境の多様化による教員 

研修 

グローバル化と情報化は、子供たちの学びの

場を大きく変容させている。インターネットやデ

ジタルコンテンツへのアクセス、多様な文化や価

値観に触れる機会は増加しており、子供たちは膨

大な情報に囲まれた環境で生活している。このよ

うな状況下で、教員が従来の知識伝達型の教育方

法に止まることは望ましくない。子供たちが主体

的に学び、思考力を高め、問題解決能力を身につ

けられるよう、教員自身も変化に対応していく必

要がある。 

 
2.2 現行の教員研修の課題 

社会的変化、学びの環境の変化の中、オンラ

イン研修の拡大や研修の体系化の進展など、教員

の研修を取り巻く環境も大きく変化してきた。 
しかし、教員研修では、時間的制約や現場の

ニーズとのずれ、実践的な内容の不足、研修後の

継続的なサポート不足といった課題が指摘されて

おり、教員の学びを十分に支援できていない現状

がある。 

 
 2.3  教員研修のあり方 

社会及び教育の環境の変化の中、教員研修は

以下の点でその重要性が高まっている。 
・最新の教育理論や指導法を学び、教育の質を高

める。 
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・特別支援教育や多文化共生教育など、子供一人

ひとりに合わせた指導力を養い、個々のニー

ズに対応できるようにする。 
・教員としてのキャリア段階を考え、リーダーシ

ップやマネジメントスキルを習得する。 
 このような中、常に学び続ける教員を育成する

ためには、教員自らが主体的な学びのマネジメン

トをし、目標設定と現状把握から、自らの経験や

他者から学ぶといった姿へと変容していく必要が

ある。そこで、教員研修の内容やその取組の重要

性を改めて見直し、改善を図ることが必要である。

教員研修の改善を図るには、研修の効果測定が大

きな意味を成す。 
 
3 教員研修の効果測定の必要性と理論的枠組み 

教員研修の充実を図るためには、常に研修の

効果を測定し、改善する必要がある。 
 

 3.1 効果測定の必要性 

教員研修の効果測定は、研修内容の改善、教

員の学びへの意欲向上、そして最終的には子供た

ちの学びの質向上に繋がる重要なプロセスである。

効果測定を行うことで、研修の強みや弱みを客観

的に評価し、より効果的な研修プログラムの開発

や改善に役立てることができる。さらに、教員自

身が研修の効果を実感することで、学びへの意欲

を高め、実践につなげることができる。 

 

3.2 効果測定の理論的枠組み 

教員研修の効果測定は、研修を通じて得られ

た知識や技能がどの程度実践に生かされているか

を評価するために設計する必要がある。また、効

果を測定するためには、複数の視点が必要となる。 
そこで、効果測定のアプローチとして、広島

県立教育センター、大分県教育センター、奈良県

立教育研究所など他教育機関が取り入れ検証して

いるカークパトリックが提唱した理論を用いる。

この理論は、反応（Reaction：レベル 1）、学習

（Learning：レベル 2）、行動（Behavior：レベル

3）、成果（Results：レベル 4）の 4 段階で評価を

行い、研修効果を多角的に測定することができる。 

 

3.2 ４段階評価モデルにおける評価 

４段階評価モデルの概要を以下に示す。 
① 反応（Reaction）：研修に対する受講者の

満足度を評価する。 
② 学習（Learning）：研修を通じて得られた

知識や技能の定着度合いを評価する。 
③ 行動（Behavior）：研修後における受講者

の行動変容を評価する。 
④ 結果（Results）：受講者や教育現場への業

績向上度合いを評価する。 
また、それぞれのレベルの評価の目的と関連 

性について先行研究を参考に述べる。 
レベル 1（反応）では、受講者の反応、即ち受 

講者が研修を役立つと感じるか、研修が自らの仕

事に関連性があると感じるか等を測定する。この

測定は、受講者の反応が研修の継続に重要な要素

となるとともに、次のレベルの意欲に繋がるため

必要となる。 
レベル 2（学習）では、研修によって得た知識、

技能の習得等を測定する。これらは、次のレベル

に変化する要素であるため測定が必要となる。 
レベル 3（行動）では、受講者の行動変容、学

習内容の活用状況を測定する。これらは、行動変

容があれば、学習内容の活用の成果があり、研修

の有効性が推察されるため必要である。しかし、

反応や学習のレベルが良好であったとしても、行

動の変化に至らない場合もあり、その要因が研修

自体にあるのかどうかを判断するためにも、レベ

ル１と２の測定が必要となる。 
レベル 4（結果）では、受講者が研修によって

得られた知識、技能を組織で活用したことによっ

て生み出された最終的な成果を測定する。教員研

修において、測定の結果が研修に因るところかを

判断するのは難しい。 
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4 効果測定の課題と解決策 

教員研修の効果測定をする上での課題と解決

策をあげる。 

4.1 効果測定の課題 

教員研修の効果測定には、以下のような課題

が存在する。 
・主観的な評価への依存： 多くの場合、アンケ

ート調査や受講者の感想に基づいた主観的な

評価に頼っている。これは、客観的な判断を

難しくし、研修内容の改善や効果的な指導方

法の開発に繋がりにくいという課題がある。 
・時間的・人的負担：行動や成果レベルの評価は、

長期的な視点が必要であり、時間的・人的に

負担が大きいことが課題である。 
・外部要因の影響： 研修以外の要因によって行

動や成果が変化する可能性があり、研修の効

果を正確に測定することが難しい。例えば、

子供の学習状況や家庭環境、学校全体の教育

方針などが、研修内容の実践への影響に大き

く関わる。 
・データ分析の限界： 現在の本センターの手法

では、大量のアンケートデータや行動データ

などを分析することが困難で、深い洞察を得

ることが難しい。 
特に、行動や結果の効果測定の評価は、長期

的な視点が必要となるとともに、研修が要因で具

体的な効果が出たのかを判断することが難しいの

が大きな課題である。 
 

4.2 効果測定の課題に対する解決策 

効果測定を行うための時間的・人的な負担が

大きい。これを解決するために、AI を活用して

のデータの集計や分析を行う。 
AI 技能は、近年急速に発展しており、様々な

分野で活用が進んでいる。特に、自然言語処理

（NLP）は、研修の効果測定に役立つ可能性が

高い。AI を活用することで、大量のデータの集

計や分析を効率的に行うことができ、客観的な評

価を実現することが可能になる。例えば、自然言

語処理や機械学習を用いることで、アンケートや

レポートのテキストデータから深い洞察を得るこ

とが可能となる。 
また、主観的な意見を客観的に判断すること

は難しいが、受講者の意見の質を向上させること

で効果を高めることは必要である。そこで、研修

後の受講者へのフィードバックを策とする。 
フィードバックは、単に評価結果を伝えるだ

けでなく、受講者の内省を促し、行動や思考の改

善を導くことで、研修効果を高めることができる

と考える。 
 効果検証の解決策として、AI を活用してのデ

ータ集計と分析、フィードバックの2点に取り組

むこととする。 

 

  

 

                

 
 
 
            
             

 
 

5 効果測定に基づいたフィードバック 

受講者の自己評価、研修内容の理解度、行動

変容、組織への影響などを分析し、研修内容に対

する理解度、研修で得られた知識や技能をどのよ

うに活用しているか、具体的な行動の変化、そし

て組織全体や子供たちへの影響などを分析し、個

別最適なフィードバックを提供し、受講者の内省

を引き出す。 
この策を講じることで、フィードバックを受

けた受講者は、意見を踏まえ、改めて自らで考え

Plan

Do

Check

Act
自己評価 

カークパトリックの 
4段階評価 

フィードバック 

AIによるデータ分析 

研修の効果測定 

AIによるフィードバック 
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ることにつながり、自分で気付き、行動変容に結

びつくことが期待される。したがって、フィード

バックを間接的に受講者の気付きに影響を与え、

行動や思考の改善を促す手段として活用する。 
このことは、各自の自己評価を高め、研修の

効果向上に寄与すると考える。 
 
5.1 フィードバックの役割 

フィードバックは、教育においては主に評価

の分野で取り入れられてきた。田中（2010）は、

フィードバックについて「効果的な行動を実現す

るために、自分の行動がもたらした結果をデータ

として取り込み、次のより適切な行動のために活

用するシステム」と説明している。  
また、山本（2015）も、「教育評価におけるフ

ィードバックの概念とは、評価結果や情報を学習

者に「送り返す」ことであるが、単に「送り返す」

のではなく、目標に合わせ学習を調整していく機

能が中心となることが各論者に共通するものであ

った」と述べ、田中と同様、評価結果の送り返し

のみならず学習を調整する機能を持たせることが

フィードバックの本質であると説明している。 
上記を踏まえ、フィードバックを取り入れる

ことは、研修の効果を高めるとともに、受講者の

変容を促す役割を担うと考える。 
 

5.2 フィードバックを効果的にするための方策 

効果的なフィードバックを行うためには、適

切な「振り返り」データの収集と分析が重要であ

る。研修の満足度、理解度、活用場面等について

は、アンケートとキーワード法を用いる。従来の

アンケート調査に加え、キーワード法を用いるこ

とで、受講者の深い理解度や関心領域を把握する

ことが可能となる。 
上岡（2022）は、キーワード法は、研修を通

じて感じたことや興味のあることをキーワードに

して書かせ、なぜそれを選んだのか根拠を記述さ

せることで、研修内容の理解度を把握する手法で

あると説明している。長所として、アンケートの

延長上で実施ができ、心理的負担が軽い、作問す

る必要がなく、研修実施者の業務負担を抑えるこ

とができる、研修内容を俯瞰して振り返らせるこ

とで、学びを深める効果が期待できるとしている。 
また、平松（2006）も、受講者の理解度を読

むためには、キーワード及びそのキーワードを選

んだ理由を記述させるキーワード法の有効性を述

べている。 
このように、従来のアンケートと併用して、

先行研究での効果も検証されているキーワード法

を取り入れたデータ収集を行う。 
 

5.3 ４段階評価による効果測定 

カークパトリックの４段階評価で効果測定を

行う際の方法を以下に示す。 
レベル 1は、受講者の反応を測るには、アンケ

ートを用いる。内容を鮮明に覚えている研修直後

に実施する。 
アンケートの結果、研修の満足度が低いこと

がわかれば、研修プログラムの改善や内容の変更

などを検討する。 
内容は、研修の目的やねらいに沿った内容に

する。主なものとしては、受講時間や期間は適切

か、研修のボリュームが受講者のニーズに合って

いたか、講義や講師の説明、資料はわかりやすか

ったか、今後受講したい研修やテーマは何かなど

である。 
レベル 2は、研修で学んだ知識や技能が、どの

程度身についているかを、研修当日または数日後

に測定する。理解度を調査する方法としては、研

修内容に関するアンケートやキーワード法を用い

る。研修で扱った重要なポイントを自分の言葉

（キーワード）で問う設問を用意し、受講者の習

得度を確認する。 また、研修内容をキーワード

で表現させることで、知識の定着度を測る。 
レベル 3は、研修後、しばらく期間をおいて、

評価することが望ましいが、受講者の負担等を考
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慮し、研修後、「研修で学んだ知識や技能を組織

のどのような場面で生かせるか」「研修前と比べ

て考えや行動に変化があったか」を問うことで、

行動を推測する方法を検討していく。 
レベル 4は、研修で学んだことを実践に移した

結果、組織にどのような影響があったのかを研修

後、期間をおいて調査することが望ましい。 
しかし、時間的制約や受講者の負担、行動変

容や最終的な成果の要因が研修以外にも考えられ

ることから、効果測定は容易ではなく、客観性も

十分保たれない可能性がある。先行研究を参考に

しながら、さらなる方法を検討する。 
 

5.4 効果測定とフィードバック 

上記の効果測定では、キーワード法を組み合

わせることで、受講者の深い理解度や関心領域を

把握できる。また、AI による自然言語処理を用

いることで、大量のテキストデータを分析し、重

要なキーワードを自動的に抽出することも可能で

ある。さらに、感情分析やトピックモデリングと

いった技法を活用することで、受講者の感情や関

心領域をより深く把握することができる。 

このことにより、受講者の良い言動や問題点

を抽出することができ、それをフィードバックと

いう形で間接的ではあるが、問いかけることによ

り、受講者の問題点や改善点などを自ら気付ける

ように支援することも可能になると考える。 

 
6  AI を活用した効果測定の意義 

研修の効果測定に AI を用いることで、データ

収集や分析の効率が向上し、より正確で高度な分

析が可能となる。また、それを用いた効果的なフ

ィードバックも可能になる。 
 

6.1  データ分析の高度化 

AI を活用することで、大量のデータを迅速か

つ正確に分析できる。アンケートやレポートのテ

キストデータを処理し、分析についても高度化で

き、予測や洞察を得ることも可能である。 
AI活用により以下のことが期待できる。 

・キーワード抽出を自動化する。形態素解析を利

用し、重要なキーワードを自動的に抽出する

ことで、キーワード法の分析を効率化する。 
・感情分析についても、センチメント分析により、

受講者のポジティブ・ネガティブな感情傾向

を把握する。 
・トピックモデリングにより、テキストデータか

ら潜在的なテーマを抽出し、研修内容の理解

度や関心領域を明らかにする。 
 これらの分析から、研修の効果を多面的にとら

え検証することができるとともに、フィードバッ

クの内容の質向上にもつなげることができる。 

 

6.2  個別最適化されたフィードバック 

教員研修における効果測定は、教育の質を高

めるための重要なプロセスであり、AI を活用す

ることで、より客観的で効果的な測定が可能とな

る。特に、キーワード法と AI の組み合わせは、

研修効果を多面的かつ効率的に評価し、有効なデ

ータ分析ができる。また、そのデータ分析を活用

することで、個別最適なフィードバックを提供す

ることが可能となると考える。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
AI 分析により、受講者のアンケートやキーワ

ード法による回答結果などを総合的に分析し、

個々のニーズに合わせたフィードバックを提供す

ることが可能となり、個々の受講者の自己成長を

個別最適化されたフィードバック

感情分析

キーワード分析
研修の満足度
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促進することができる。 
また、受講者の弱点を特定し、不足している

知識や技能を明確化し、その内容をフィードバッ

クすることで、受講者自らが気付き、改善するこ

とができると考える。 
さらに、研修プログラムの提案や内容の改善

についても、分析結果から提供することも可能で

ある。 
 

6.3  効率性と客観性の向上 

 AＩを活用することで、測定作業を自動化する

ことができ、データの収集・分析・報告の労力を

削減できる。 
また、研修実施者が複数で処理することがな

くなり、一貫性のある測定ができ、主観的バイア

スを排除し、公平性を保つことができる。 
さらに、研修に対する感想や意見をテキスト

解析し、感情の傾向を把握することで、認知欲求

の向上が促進でき、教員の育成にもつながる。 
 

7 おわりに 

教員研修の効果測定は、教育の質を高めるた

めの重要なプロセスである。カークパトリックの

４段階モデルなどの理論的枠組みを活用し、効果

測定を体系的に行うことで、研修の強みや改善点

を明確にできる。 
また、AI の活用により、評価の主観性や効率

性の課題を解決し、より客観的で効果的な測定が

可能となる。特に、AI 分析やキーワード法、フ

ィードバックを組み合わせることで、研修効果を

多面的かつ効率的に評価できるとともに、その分

析結果による個別最適なフィードバックを提供す

ることが可能となる。 
一方、AI 活用に伴う倫理的な問題を検討し対

応策を講じること、システム導入の予算やリソー

スの確保が必要であることを予め整えておくこと

も必要である。また、AI 技能やリテラシー向上

を図ることも課題である。 

さらに、収集したデータの初期評価のために

どのような分析ツールを使用するか、また、定量

分析・定性分析をどのように行い、それを統合し、

全体的な評価を行うかを具体的に検討する必要が

ある。また、分析のためのルーブリックはどうす

るかも課題である。 
このように、AI を活用するための具体的な手

順やツールを決定することが重要である。 
この手順とツールを明確にし、教育の未来を

担う教員の育成を支えるために、効果測定の進化

と研修内容の質的向上を継続的に追究していく。 
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大学入試共通テストから考える高等学校数学科の学習指導について  

 
長島 正剛※

 

 

要旨 現行学習指導要領において、算数・数学科での数学的活動の一層の充実が大きな柱の１つである。大学

入学共通テストにおいても、数学的活動に焦点化した問題が出題されている。日々の高等学校数学科における

授業の中で、どのように数学的活動を充実させていくべきかについて検討する。 

 

キーワード: 高等学校数学科、大学入試共通テスト数学Ⅰ・数学 A、数学的活動の一層の充実 

 

1 はじめに 

 平成 28 年 12 月の中央教育審議会答申において、

各教科の目標や内容等に関する主な改善事項が示

され、これを踏まえて高等学校数学科の学習指導要

領［１］においても改訂が行われた。特に高等学校数学

科の学習指導要領においては、小学校算数科及び

中学校数学科の目標との一貫性を図り、資質・能力

の育成のため「数学的活動の一層の充実」を掲げて

いる。これは、「事象を数理的に捉え，数学の問題を

見いだし，問題を自立的，協働的に解決し，解決過

程を振り返って概念を形成したり体系化したりする過

程」といった数学的に問題発見・解決する過程を学

習過程に反映されることを重視するということである。

この数学的な問題発見・解決の過程では主として⑴

日常生活や社会の事象などに関わる過程と⑵数学

の事象に関わる過程の２つを規定している。これらの

過程においては、「各場面において言語活動を充実

し，それぞれの過程を振り返り，評価・改善して学習

の質を高めること」が重視されており、小・中・高等学

校での数学的活動を通して、数学的に考える資質・

能力を育成することを目指している。 

 また、平成 30 年より始まった大学入学者選抜改革

によって、「大学入学共通テスト」の実施が始まった。

大学入学共通テストの実施にあたっては、その実施

大綱の「第１ 実施の趣旨」において、「大学入学共

通テストでは、各教科・科目の特質に応じ、知識・技

能のみならず、思考力・判断力・表現力等も重視して

評価を行うものとする」としており、数学においては先

の「数学的活動を通して」資質・能力が身についてい

るかを適切に評価・判定されることが趣旨とされてい

ることが考えられる。また「大学入学者選抜に係る 大

学入学共通テスト問題作成方針［２］」では、「問題作成

の基本的な考え方」として、「『どのように学ぶか』を踏

まえた問題の場面設定」について挙げており、「授業

において生徒が学習する場面や，社会生活や日常

生活の中から課題を発見し解決方法を構想する場面，

資料やデータ等を基に考察する場面など，学習の過

程を意識した問題の場面設定を重視する」としている。

これは、先の数学的活動のことと捉えることができ、

日々の授業においても数学的活動を充実させていく

ことが求められている。 

 以上、大学入学共通テストの数学Ⅰ・数学Ａにおけ

る過去の出題問題について、どのように数学的活動

に焦点化した問題が出題されているか分析を行い、

高等学校数学科における授業の中で、どのように数

学的活動の充実を図るかについて検討していく。 

 
図１ 算数・数学の学習過程のイメージ［１］ 
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2 数学Ⅰ・数学Ａの各単元における内容について 

 高等学校学習指導要領【数学編・理数編】［１］の、数

学Ⅰ・数学 A の各単元における「内容と内容の取扱

い」について、すべての内容において「数学的活動を

通して」ということが述べられている。ここでは各科目・

単元において、数学的活動を通してどのような「思考

力，判断力，表現力等」を身に付けることが求められ

ているかについてまとめておく。 

 

2.1 数学Ⅰ・数と式（以下、考察・数学的活動・活用を表す） 

（ｱ）集合の考えを用いて論理的に考察し，簡単な命

題を証明すること。 

（ｲ）問題を解決する際に，既に学習した計算の方法

と関連付けて，式を多面的に捉えたり目的に応じ

て適切に変形したりすること。 

（ｳ）不等式の性質を基に一次不等式を解く方法を考

察すること。 

（ｴ）日常の事象や社会の事象などを数学的に捉え，

一次不等式を問題解決に活用すること。 

 

2.2 数学Ⅰ・図形と計量 

（ｱ）図形の構成要素間の関係を三角比を用いて表

現するとともに，定理や公式として導くこと。 

（ｲ）図形の構成要素間の関係に着目し，日常の事象

や社会の事象などを数学的に捉え，問題を解決し

たり，解決の過程を振り返って事象の数学的な特

徴や他の事象との関係を考察したりすること。 

 

2.3 数学Ⅰ・二次関数 

（ｱ）二次関数の式とグラフとの関係について，コンピ

ュータなどの情報機器を用いてグラフをかくなどし

て多面的に考察すること。 

（ｲ）二つの数量の関係に着目し，日常の事象や社会

の事象などを数学的に捉え，問題を解決したり，

解決の過程を振り返って事象の数学的な特徴や

他の事象との関係を考察したりすること。 

 

 

2.4 数学Ⅰ・データの分析 

（ｱ）データの散らばり具合や傾向を数値化する方法

を考察すること。 

（ｲ）目的に応じて複数の種類のデータを収集し，適

切な統計量やグラフ，手法などを選択して分析を

行い，データの傾向を把握して事象の特徴を表

現すること。 

（ｳ）不確実な事象の起こりやすさに着目し，主張の妥

当性について，実験などを通して判断したり，批

判的に考察したりすること。 

 

2.5 数学Ａ・図形の性質 

（ｱ）図形の構成要素間の関係や既に学習した図形

の性質に着目し，図形の新たな性質を見いだし，

その性質について論理的に考察したり説明したり

すること。 

（ｲ）コンピュータなどの情報機器を用いて図形を表す

などして，図形の性質や作図について統合的・発

展的に考察すること。 

 

2.6 数学Ａ・場合の数と確率 

（ｱ）事象の構造などに着目し，場合の数を求める方

法を多面的に考察すること。 

（ｲ）確率の性質や法則に着目し，確率を求める方法

を多面的に考察すること。 

（ｳ）確率の性質などに基づいて事象の起こりやすさ

を判断したり，期待値を意思決定に活用したりす

ること。 

 

2.7 数学Ａ・数学と人間の活動 

（ｱ）数量や図形に関する概念などを，関心に基づい

て発展させ考察すること。 

（ｲ）パズルなどに数学的な要素を見いだし，目的に

応じて数学を活用して考察すること。 

 

 以上より、各単元で育むべき資質・能力である「思

考力，判断力，表現力等」として、数学的活動におい

て「日常の事象や社会の事象などを数学的に捉え」

11
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ことを重点化し、生徒の具体的な活動として「考察す

る」こと、それを「活用する」ことを目標としていることが

分かる。このことに着目しながら、2023～2024 年出題

の大学入学共通テスト数学Ⅰ・数学 Aについて、どの

ように問題として出題されているのか分析する。 

 

3 大学入学共通テスト[数学Ⅰ・Ａ]の分析 

3.1 数学Ⅰ・数と式 

 

 

本問では、太郎さんと花子さんの短い対話文をと

おして、2.1 で紹介した「（ｳ）不等式の性質を基に一

次不等式を解く方法を考察すること。」から「（ｴ）一次

不等式を問題解決に活用すること。」に関する出題と

なっている。無理数である√13の小数点以下の数に

ついて、不等式を用いて考察させる問題であり、提示

される不等式の意味について判断できるかが鍵とな

っている。また、複数の不等式を活用し、小数点以下

第１位や第２位の数字を、具体的に求めることができ

るかが求められている。 

 

3.2 数学Ⅰ・図形と計量 

 

 

 

本問では、電柱の高さを、電柱の影と太陽高度か

ら考える、2.2で紹介した「（ｲ）図形の構成要素間の関

係に着目し，日常の事象や社会の事象などを数学的

に捉え，問題を解決したり，解決の過程を振り返って

事象の数学的な特徴や他の事象との関係を考察した

りすること。」に関する出題となっている。日常の事象

を数学的にモデルリングし、点や線で表現して平面

で捉える。与えられた設定に対し、最終的な結果に

対する事象の考察（算出された結果が妥当なものか

どうか等）も求められている。 

 

3.3 数学Ⅰ・二次関数 

 

本問では、二次関数の概形を、二次関数の式から

考察する、2.3 で紹介した「（ｱ）二次関数の式とグラフ

との関係について，コンピュータなどの情報機器を用

いてグラフをかくなどして多面的に考察すること。」に

関する出題となっている。学習指導要領では具体的

［３］ 

［３］ 

［３］ 
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に「情報機器を用いて」とあるが、それを１つの検討材

料としながら、二次関数の式とグラフの関係性を考え

られるかが問われている。式からグラフ、グラフから式

といった双方向での考察ができるか、深い思考力や

表現力も求められている。 

 

3.4 数学Ⅰ・データの分析 

 

 

本問では、分散の算出方法について答える、2.4

で紹介した「（ｱ）データの散らばり具合や傾向を数値

化する方法を考察すること。」に関する出題となって

いる。基本的な問題ではあるが、データの散らばりの

程度を数値として表す分散について、本問に照らし

て言葉で説明できるかが問われている。統計量につ

いては算出することが目的となり、算出する過程の検

討が疎かになりやすい。統計量が表すその意味や算

出方法についても、丁寧に考えることが求められる。 

 

3.5 数学Ａ・図形の性質 

 

 

 

 

本問では、作図の手順が示され、完成した図形に

おける性質を証明する、2.5 で紹介した「（ｱ）図形の

構成要素間の関係や既に学習した図形の性質に着

目し，図形の新たな性質を見いだし，その性質につ

いて論理的に考察したり説明したりすること。」に関す

る出題となっている。作図の手順を示すことで、その

作図の意味を考えさせ、どのような図形の性質が表

出するかを考えさせている。またそれらを使って、新

たな図形の性質を証明させており、学習指導要領の

ねらいがそのまま具体的な問題となって出題されて

いる。 

 

3.6 数学Ａ・場合の数と確率 

 

［４］ 

［４］ 

［４］ 
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本問では、分子のような構造を取る球の塗り方の

総数を考える問題で、2.6 で紹介した「（ｱ）事象の構

造などに着目し，場合の数を求める方法を多面的に

考察すること。」に関する出題となっている。求めたい

構造から、それに類似した別の構造（問題文では【構

想】という形で提示）を元に、場合の数を工夫して考

えることを提案している。場合の数を工夫して考える

ことは、学習指導要領の「多面的に考察する」ことに

深く関わっており、思考力や表現力にも現れる。 

 

3.7 数学Ａ・数学と人間の活動 

 

 
 

本問では、２種類の長方形を組み合わせ、１つの

正方形や長方形を作る問題で、2.7 で紹介した「（ｲ）

パズルなどに数学的な要素を見いだし，目的に応じ

て数学を活用して考察すること。」に関する出題とな

っている。花子さんと太郎さんの対話より、パズルのよ

うに長方形を組み合わせる問題を、最小公倍数で考

察ができるかが問われている。教科書で触れられる

基本的な内容ではあるが、どのような数学的要素が

必要になるか、それをどのように活用するかといった

数学の見方・考え方が必要となっている。 

 

 

 

4 数学的活動が充実する授業実践について 

 本報告では、各学校現場において数学的活動を取

り入れた授業実践として「パフォーマンス課題を取り

入れる」ことを提案する。パフォーマンス課題を数学

の授業内で取り入れることで、数学的活動が充実す

ることが期待できる理由は主に２つあると考える。 

まず、パフォーマンス課題とは、様々な知識やスキ

ルを総合して使いこなすことができる複雑な課題のこ

とをいう。その具体的な学習活動の例は以下のような

ものが挙げられる。 

 

 

上記の学習活動は、前述の「図１ 算数・学習の学

習過程イメージ［１］」における、「数学化」「活用・意味

づけ」「統合・発展／体系化」に深く結びつくものであ

る。これらの学習活動が多く取り入れられるため、パ

フォーマンス課題の実施は、数学的活動の充実につ

ながると考える。 

またもう１つの理由として、パフォーマンス課題と対

になるパフォーマンス評価の実施である。このパフォ

ーマンス評価においては、ポートフォリオ評価法が使

用されることが多い。生徒の作品や自己評価の記録

となるポートフォリオ作りをとおして、生徒が自らの学

習の在り方について自己評価し見直すといった過程

に、算数・数学の問題発見・解決の過程と通ずる部

分があり、生徒が数学的活動をより充実させることが

できると考える。 

パフォーマンス課題を考えるにあたって、参考とな

る枠組みが、京都大学・西岡加名恵教授の提案する

「知の構造」である。知の構造は、図３のように一問一

答では答えられないような、探求を触発するような問

いを「本質的な問い」とし、学びの軸としている。それ

を解決するために「転移可能な概念（理解しているこ

図２ パフォーマンス課題となるような学習活動の例 

［４］ 

［５］ 
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と）」と「複雑なプロセス（応用・適応できること）」の獲

得を目指すもので、これら２つを更に細分化したもの

が「事実的知識」と「個別的スキル」となっている。 

今回は具体的に、数学Ⅰの単元「図形と計量」に

おける「知の構造」（図３）とそれを基にした「パフォー

マンス課題」（図４）、「ルーブリック評価」（図５）を示す。

以下は、広島県立三次高等学校の中木俊宏教諭に

よる御実践「身近な場面を『数学化』して考える」［６］を

元に、作成をさせていただいた。 

 
 

 
 

 
 

 パフォーマンス課題の良さは、図４のように課題の

設定を生徒の必要感に合わせて行うことができること

や、生徒が日常の事象や社会の事象などを数学的に

捉え、数学を問題解決に活用し、統合的・発展的に

考察できることである。生徒に身近な課題を、学習す

る単元の中でどのように位置付けるかも大切である。

例えば、単元のまとめとして、２～３時間程度の授業

時間を使用する等である。パフォーマンス課題の取

組方についても、適切な指示が必要となる。生徒に

任せて、すべて自由に行うようにしてしまうと、単元の

学習内容や学習目標から外れてしまうことが懸念され

る。課題を解決するための必要な条件等、全体で確

認し整理・共有することが肝要である。 
 そして図５のように、生徒がパフォーマンス課題を通

じて、数学的活動の充実につなげられるよう、ルーブ

リック評価を作成し実施する。生徒が自己評価から学

習改善ができるような指導を丁寧に行うことで、日々

の学習の礎となることが望ましい。 
 
5 おわりに 

 高等学校数学科の学習指導において、「数学的活

動を通して」の資質・能力を身につけることのねらい

が、大学入学共通テストでも明確に現れている。生徒

が日々の授業や学習をとおして、「日常の事象や社

会の事象などを数学的に捉え、数学を問題解決に活

用し、統合的・発展的に考察できる」よう、教師の授業

改善や生徒の学習改善を促すことが大切である。そ

の１つの提案として、本報告書では「パフォーマンス

課題の実施」を挙げた。各高等学校において数学的

活動を通した数学科の学びが、更に活性化されるこ

とを切に願っている。 

【参考・引用文献】 
[1] 文部科学省: 高等学校学習指導要領（平成 30 年告示）解説 

数学編 理数編 (2018). 
[2] 独立行政法人 大学入試センター: 令和６年度大学入学者選

抜に係る大学入学共通テスト問題作成方針 (2023). 
[3] 独立行政法人 大学入試センター: 令和６年度大学入学共通

テスト 数学Ⅰ・数学 A 本試験・追試験 (2023). 
[4] 独立行政法人 大学入試センター: 令和５年度大学入学共通

テスト 数学Ⅰ・数学 A 本試験・追試験 (2024). 
[5] 西岡加名恵著：「主体的・対話的で深い学び」とパフォーマン

ス評価，小学校新学習指導要領改訂のポイント (2019) 
[6] 広島県立三次高等学校 中木俊宏 著：「身近な場面を『数学

化』して考える」 

図３ 単元「図形と計量」における知の構造 

図４ パフォーマンス課題例 

図５ ルーブリック評価例 
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JICA 資料を活用した小学校・中学校・高等学校における 

社会科の授業構想について 

 
 松鷹 博紀※  浅見 寿文※※ 笹川 悠希※※

 

 

 

要旨 総合教育センターは、独立行政法人 国際協力機構（JICA）と連携を結んでおり、センター内に JICA 地

球ひろばの展示スペースが存在している。展示されている資料の一部は貸出を行っており、県内の公立学校で、

授業を行う際に活用することができる。資料を活用しやすくするため、所内の指導主事で指導案を検討すること

となった。ここでは、その授業構想について紹介する。 

 

キーワード: 国際交流、多文化共生、食料自給率 

 

1 はじめに 

VUCA（変動性、不確実性、複雑性、曖昧性の頭文字をとった

言葉）と呼ばれる時代における日本の学校教育におい

て、国際交流や多文化共生といったテーマを扱う授

業実践がますます求められている。総合教育センタ

ー（以下、センターという。）は、独立行政法人 国際

協力機構 JICA 地球ひろばと平成 23 年１１月に連携

協定を結び、センター内に JICA 地球ひろばの展示

スペースである JICA 地球ひろばサテライト展示（図

１・２）が存在している。また、センターは、国際協力機

構東京センターとも連携協定を結んでおり、埼玉県

における国際理解教育、開発教育を推進するため、

センターに国際協力推進員が、１名配置されている。 

【図１・２ JICA 地球ひろばサテライト展示】 
本稿は、「JICA 地球ひろばサテライト展示」にある

「おかもち資料」（図３）を足掛かりに、小学校・中学

校・高等学校出身の社会科を専門とする指導主事が、

それぞれのバックボーンをもとに作成した、授業構想

をとりまとめたものである。 
後半には、指導案に至る前の素案を提示するので、

児童生徒の実情に応じてアレンジし、活用いただけ

れば幸いである。 
【図３ おかもち資料】 

おかもちには、「もし日本で

作られた食べ物しかたべられ

なかったら、１日のメニューは

どんなものになると思う？」と記

されている。 

 
2 おかもち資料について 

 「おかもち資料」からは、食料自給率が低いこと、外

国からの輸入によって、我々の食生活が成り立って

いることが見て取れるようになっている。 

輸入がなかったことを想定して作られたトレイの模

型で示されるのは、以下のメニューである。 

朝食…ご飯、じゃがいも、漬物 

昼食…じゃがいも、さつまいも、りんご 

夕食…ご飯、焼きいも、焼き魚 
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また、うどんやみそ汁、納豆、肉、たまご等は、毎日

は食べることができない旨がトレイのみで示されてい

る。 

 

3 授業構想（小学校）について 

小学校の社会科では、「おかもち資料」を第５学年

「我が国の農業や水産業における食料生産」の単元

での活用を検討した。 
小学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説社会

編［１］（以下、「解説」（小学校社会編）という。）では以

下の枠のように示されている。 
第５学年の内容 
⑵ 我が国の農業や水産業における食料生産に

ついて，学習の問題を追究・解決する活動を通

して，次の事項を身に付けることができるよう指

導する。 
ア 次のような知識及び技能を身に付けること。 

(ｱ)  我が国の食料生産は，自然条件を生かし

て営まれていることや，国民の食料を確保

する重要な役割を果たしていることを理解

すること。 
(ｲ)  省略 
(ｳ) 地図帳や地球儀，各種の資料で調べ，まと

めること。 
イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に

付けること。 
(ｱ)  生産物の種類や分布，生産量の変化，輸

入など外国との関わりなどに着目して，食

料生産の概要を捉え，食料生産が国民生

活に果たす役割を考え，表現すること。 
(ｲ)  省略 

「解説」（小学校社会編）によると、内容イの(ア)は
「社会的事象の見方・考え方を働かせ，食料生産の

概要について，例えば，どこでどのようなものが生産

されているか，生産量はどのように変化しているか，

外国とどのような関わりがあるかなどの問いを設けて

調べたり，食料生産と国民生活を関連付けて考えた

り」とある。また、「輸入など外国との関わりに着目する

とは，我が国の食料の輸出入品目や相手国，食料自

給率などについて調べることである。」とある。 
  

3.1 実際の指導想定について 

 小学校第５学年では、以下のような場面で活用でき

ると考える。想定案を２案検討した。いずれの場面に

おいても、児童に実際の食生活とは異なる・輸入によ

って私たちの食生活が成り立っているという印象をも

たせる場面での活用である。 

① 農業・水産業の小単元の学習の後、「これからの

食料生産」について単元を総括する小単元（以

下、「まとめの小単元」という。）で「おかもち資料」

を使用する。まとめの小単元１時間目に、食料

生産をめぐる課題について、学習問題を立てる

ことが想定される。主な食料の自給率について

調べたり、日本と外国（アメリカ、フランス、カナダ

等）との食料自給率をグラフで比較したりする場

面を設けて、その際に子供たちの提示資料とし

て、輸入が必要であることに気付かせる際に使

用することができる。 

② 想定案①の１時間目で学習問題を立てる際に

は、使用せず、まとめの小単元２時間目に活用

する。１時間目に立てた学習問題について、食

生活の変化と関連付け、今現在の食事（例えば

その日の給食のメニュー）と比較し、輸入がなさ

れない場合の想定として提示することで、食料

自給率の課題を見直す必要性について気付か

せることができる。 

  

4 授業構想（中学校）について 

中学校の社会科では、「おかもち資料」を第３学年

公民的分野「現代社会の特色と私たち」 の単元での

活用を検討した。現代社会の特色として少子高齢化、

情報化、グローバル化などがあげられる中で、 特に

グローバル化についての学習での活用を検討した。 
『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説社会

編』［2］（以下、「解説」（中学校社会編）という。）では

次の枠のように示されている。 
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⑴ 私たちが生きる現代社会と文化の特色 
   位置や空間的な広がり，推移や変化などに着

目して，課題を追究したり解決したりする活動を

通して，次の事項を身に付けることができるよう

指導する。 
 ア 次のような知識を身に付けること。 

(ｱ)  現代社会の特色として少子高齢化，情報

化，グローバル化などが見られることにつ

いて理解すること。 
(ｲ) 省略 

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に

付けること。 
(ｱ)  少子高齢化，情報化，グローバル化など

が現在と将来の政治，経済，国際関係に

与える影響について多面的・多角的に考

察し，表現すること。 
(ｲ) 省略 

「解説」（中学校社会編）によると、内容アの(ア)で
は、「グローバル化については，大量の資本や人，商

品，情報などが国境を越えて容易に移動することが

できるようになり，それに伴い国内外に変化が生じて

いること，各国の相互依存関係が強まっていること、

共存のために相互協力が必要とされていることを理

解できるようにすることを意味している。」とある。内容

イの(ア)では、「アの(ア)…の理解を基に，それらの知

識などを活用して考察し，表現できるようにすることで

ある。」とある。 
 
4.1 実際の指導想定について 

生徒にとって身近な食生活の状況を具体的に取り

上げ、グローバル化について実感し考えることをきっ

かけに、多面的・多角的な考察につながるよう、「おか

もち資料」を活用した授業プランを検討した。 

 ① 本時の学習課題を「グローバル化の進展で、私

たちの生活や社会はどのように変化してきてい

るのでしょうか。」と設定し、課題追究の最初の

段階で「おかもち資料」を活用する。資料を通し

て、グローバル化を実感させるとともに、食糧自

給率の低さなどの課題についても気付かせる。 

② 生徒が個々にテーマを決めてグローバル化に

よる変化について教科書・資料集・ICT 等を活

用して調べ、小グループで発表する時間を設

定する。この際、次のような点に留意する。 

・参考資料として「スマートフォンの部品の生産地」

「外国で活躍する日本人」「日本で暮らす外国人」

「多国籍企業」などの資料を用意して、個人での

調査が困難な生徒には、これらの資料から考え

るように支援をする。 

・地理的分野や歴史的分野での既習事項や見

方・考え方も活用するように助言する。 

③ 本時の課題についてのまとめを行う。この際、

グローバル化によって便利なった点と課題の両

面で考えられるように支援する。 

④ 授業の振り返りとして、自身の考えの変容や広

がりを客観視させたり、更に学びたいことを挙げ

させたりする。 

①で食生活というイメージしやすい題材と具体的な

「おかもち教材」を活用してグローバル化について考

えた後に、②の活動を行うことで、身近な生活とグロ

ーバル化を結び付けて考えることができる。公民的分

野の学習のスタートにあたる部分で、学習内容を自

分事として捉えさせることの意義は大きい。 

 

5 授業構想（高等学校）について 

高等学校では、「おかもち資料」を地理総合「地球

的課題と国際協力」の単元での活用を検討した。 

 『高等学校学習指導要領解説（平成 30 年告示））地

理歴史編』[３]（以下、「解説」（高等学校地理歴史編）

という。）では以下の枠のように示されている。 

⑵ 地球的課題と国際協力 

空間的相互依存作用や地域などに着目し

て，課題を追究したり解決したりする活動を通し

て，次の事柄を身に付けることができるよう指導

する。 

ア 次のような知識を身に付けること。 

(ｱ) 世界各地で見られる地球環境問題，資源・
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エネルギー問題，人口・食料問題及び居

住・都市問題などを基に，地球的課題の各

地で共通する傾向性や課題相互の関連性

などについて大観し理解すること。 

(ｲ) 省略 

イ 次のような思考力，判断力，表現力等を身に

付けること。 

(ｱ) 世界各地で見られる地球環境問題，資源・

エネルギー問題，人口・食料問題及び居

住・都市問題などの地球的課題について，

地域の結び付きや持続可能な社会づくり

などに着目して，主題を設定し，現状や要

因，解決の方向性などを多面的・多角的に

考察し，表現すること。 

 「解説」（高等学校地理歴史編）によると、内容アの

(ア)では、「地球的課題の各地で共通する傾向性や

課題相互の関連性などについて大観し理解するに

ついては，……ここでいう「大観」とは，それぞれの課

題が世界においてどのような状況で見られ，他の課

題とどのようなつながりがあるのかなどといった傾向性

や関連性を，世界全体を見渡して地球的視野から捉

えることを意味している」とある。内容イの（ア）では、

「主題を設定し，現状や要因，解決の方向性などを

多面的・多角的に考察し，表現するについては，「食

料問題」を事例とすると，ここで取り上げる主題として

「食料問題とその解決の方向性」などが考えられる。

……世界の農業を取り巻く状況をおおまかに捉える

とともに，……食料問題の現状について考察する。次

に，……食料問題の要因について考察する。……こ

れらを踏まえた上で，……食糧問題の解決の方向性

について考察するといった一連の学習展開が考えら

れる」とある。 

 

5.1 実際の指導想定について 

① 本時の学習内容に関する問いを「食料問題の

解決に向けて、私たちに出来ることは何か」と

設定し、食料問題を複合的に理解するとともに、

生徒が自分自身の生活に密接に結びついた

課題として捉え、その解決に向けて地球的視

野に立って考察を行う学習であることを説明す

る。 

② 「国別の一人あたり栄養供給量」及び「栄養不

足人口の割合」に関する資料を提示し、読み

取りを通して食料問題の実情を把握する。さら

に、「おかもち資料」を使用して、世界各国と比

較した際の日本における食料自給率の低さを

実感するとともに、食料供給の不均衡が世界

的に大きな食料問題の一つとなっていることを

理解する。 

③ ②で確認した食料供給の不均衡が発生する要

因は何かについて、既習の知識事項等を活用

しながら考察する。様々な要因との関連性がイ

メージしづらい生徒に対しては、「国別貧困層

の割合」など、教科書に採録されているデータ

を適宜提示して支援を行う。 

④ ③で想起した要因に対して、自らができる解決

へ向けた取組について考察する。アイデアの

創出が難しい場合は、自身の日々の生活の場

面を具体的に想定して考えるように働きかける。

その後、生徒相互に解答を共有し、多面的な

視野から食料問題を見る姿勢を涵養する。 

⑤ 本時のまとめとして、個人レベルで出来る取組

（フードロスの解消）や、国際社会における取

組（WFP や JICA の活動など）を紹介し、学習

の振り返りを行う。 

 
6 実際の指導に当たって 

 児童生徒の実態や教師の実態に応じ、教科書を参

考に教材研究を行うことができるが、ぜひセンターの 

ＪＩＣＡコーナーの資料を活用してほしい。今回は、

「おかもち資料」を活用したが、他にも複数の資料が

用意されている。実際の学校現場で、よりよい教材開

発、指導方法が確立されてくることを心から期待し、

今後も検討し続けていきたい。 
（参考文献） 
[1]文部科学省: 小学校学習指導要領（平成２９年告示）解説社会編，

p77-82,2018(平成３０年） 
[2]文部科学省: 中学校学習指導要領（平成２９年告示）解説社会編，

p128-134,2018（平成３０年） 
[3]文部科学省：高等学校学習指導要領（平成３０年告示）解説地理歴

史編,pp56-59,2019（平成３１年） 
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「専門高校」魅力創造プロジェクト報告 

 

白井 里佳子１, 清水 武夫２,浅賀 忠夫３,甲村 龍之進４, 

谷 貴美４,大橋 亨５,髙橋 和恵５,小久保 聡子５
 

 

要旨 本プロジェクトは、「専門高校（農業・工業・商業・家庭・看護・福祉）」の魅力ある取組を小・中学校の先生方

をとおして児童生徒に知ってもらい、生徒募集に結びつけることを目的に、令和４年度に発足した。年次研修での情報

提供を主軸に、彩の国進学フェア、埼玉県産業教育フェア等の機会を通じて、様々な情報を発信してきた。研修受講者

を対象に実施したアンケート結果等をふまえ、今後のプロジェクトの在り方を考察する。 

 

キーワード: 専門高校，産業教育，年次研修，キャリア教育，センターニュース 

 

1 はじめに ～魅力創造プロジェクト概要～ 

 「専門高校」魅力創造プロジェクトは、専門高

校長会、高校教育指導課、総合教育センターが協

働で取り組んでいるプロジェクトである。昨年度

の反省（専門高校長会からプロジェクトの取組の

周知について、御意見をいただいた）を生かし、

今年度は、年度当初の各専門教科の校長会議にお

いて時間をいただき、取組や今年度の計画につい

て説明した。 

 

2 課題設定の理由、仮説 

次代を担う児童生徒の社会的・職業的自立に必

要な基盤となる能力や態度を育てる「キャリア教

育」や、地域や社会の発展を担う職業人を育成す

る「産業教育」の重要性は増している。しかし、

本県における産業教育に関する高等学校（以下、

「専門高校」という。）の志願者数は、低迷が続

いており（図 1）、産業界を担う人材育成の観点

から、キャリア教育並びに専門高校での学びをよ

り広く周知し、志願者数の増加を図るための手立

てを講じる必要性があると考えた。 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月現在、本県における公立の専門高

校（農業・工業・商業・家庭・看護・福祉に関す

る学科）は 37 校設置されている。 

 令和２年度以降の専門高校の入試倍率は、概ね

定員に満たない状況が続いており、要因の一つと

して、専門高校の学びについての理解が進んでい

ないこと、専門高校でどのような学びが展開され

ているのかを知る機会が少ないことが挙げられる

のではないかとの仮説を立てた。そこで、まず

は、児童生徒へキャリア教育や進路指導をする

「教職員」に向けた周知が必要であると考え、小

中学校教員対象の年次研修において、キャリア教

育並びに産業教育についての講義を実施した。ま

た、高校の教員対象に、年次研修（食農・環境教

育体験研修）の中で講義を行い、専門高校の学び

について理解を深める機会とした。さらには、産

業教育に関わる各種イベント等にも積極的に参加

して周知を図るべく、専門高校長会、高校教育指

導課と連携を図りながら事業を進めた。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１企画調整担当  主任指導主事 

２教職員研修担当 主任指導主事 

３教育 DX 担当   指導主事兼所員 

４農業教育・環境教育推進担当 指導主事兼所員 

５教職員研修担当 指導主事兼所員  
【図 1  過去５年間の公立高等学校志願確定者数（最終倍率）】 
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3 取組内容 

今年度、総合教育センターとしては、小・中学

校初任者研修だけでなく、５年経験者研修や中堅

教諭等資質向上研修、高等学校初任者研修におい

ても、「専門高校の魅力動画」や「専門高校がよ

くわかるガイド」等を活用した講義を実施した。

約 2,685 名の受講者に対し、専門高校の魅力を発

信し、教育内容の理解促進を図る取組を行った。 

 

3.1 小・中学校等初任者研修 

 キャリア教育・進路指導の一環として、講義を

実施した。中央教育審議会答申「今後の学校にお

けるキャリア教育・職業教育の在り方について」

（以下、「中教審答申」という。）においては、キ

ャリア教育は、「幼児期から高等教育まで、発達

段階に応じて体系的に実施することが必要であ

る」とし、小学校では、「子供たちが自己の将来

とのつながりを見通しながら、社会的・職業的自

立のために必要な資質・能力を身に付けていくこ

と」、中学校では「生徒が自らの生き方を考え、

主体的に進路を選択することができること」と示

されている。 

 〇小学校 受講者数：477 名 

 実施日：１月 28日（火）、２月７日（金） 

 〇中学校 受講者数：330 名 

 実施日：９月５日（木）、９月 12日（木） 

 

 

3.2 小・中学校等５年経験者研修   

 受講者数：758 名 小：501 名、中：257 名 

 実施日：６月 19 日（水） 

 実施内容：「専門高校紹介－専門高校ってどん 

なところ？－」講義 10 分間 

 

3.3 小・中学校等中堅教諭等資質向上研修 

 受講者数：740 名 小：473 名、中：267 名 

 実施日：６月 14 日（金） 

 実施内容：「埼玉県公立専門高校の魅力紹介」    

            動画の視聴 10 分間 

 

3.4  小・中学校教科別研修 

【小学校中堅教諭等資質向上研修（家庭）】 

 受講者数：３名 

 実施日：11 月 20 日（水） 

 講義題：「小学校・中学校・高等学校の系統性 

を意識した授業づくりについて」 

50 分間 

【中学校初任者研修教科別研修（家庭分野）】 

 受講者数：11 名 

 実施日：10 月 24 日（木） 

 講義題：「中学校・高等学校の系統性を意識し 

た授業づくりについて」50 分間 

【中学校初任者研修教科別研修（技術分野）】 

 受講者数：11 名 

 実施日：（農業・工業）８月 22 日（木） 

講義題：（農業）「園芸品種の栽培計画と管理」 

                 40 分間 

（工業）「工業高校における授業の視点 

        について」60 分間 

【中学校５年経験者研修（技術分野）】 

 受講者数：13 名 

 実施日：７月 10日（水） 

 講義題：（工業）「工業高校における授業の視点 

        について」60 分間 

 

 

 

【 図２  プロジェクトのポンチ絵 】 
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【中学校中堅教諭等資質向上研修（家庭分野）】 

 受講者数：12 名 

 実施日：８月８日(木)と 11 月 29 日(金) 

 協議等：高校中堅研・高校５年研受講者と合同 

で教科研修を実施「中高の連携を考え 

た学習指導の在り方」 

【中学校中堅教諭等資質向上研修（技術分野）】 

  受講者数：13名 

  実施日：８月９日(金) 

  講義題：（工業）「工業高校における授業の 

         視点について」60分間  

 

3.5 高等学校初任者研修（食農・環境教育体験研

修） 

 中教審答申において、職業教育については、

「実践的な職業教育を充実することが重要で、生

涯にわたるキャリア形成や勤労観・職業観を確立

させることが大切である」と示されている。ま

た、専門高校の学びをよく理解し、キャリア教育

や学校づくりの視点を醸成する観点から実施し

た。 

受講者数：224 名 

 実施日：5/8,15,29,10/9,10/16 計５回 

 実施内容：「埼玉県の専門高校紹介」 

講義 20 分間 

 

3.6 センターニュース記事掲載 

農業編 

 農場におけるスマート農機や就農支援アプリ   

など ICT を活用した授業を取材。 

熊谷農業高校（生活技術科）【12 月 23 日掲載】 

【江南支所 HP】高校生がイキイキ 農業Ⅰ 

（クリックすると別ウィンドウで開きます） 

 

工業編 

 浦和工業高校の地域交流イベントの活動を取

材。情報技術科の VR コンテンツ制作などを紹

介。【７月 18 日掲載】 

【センターHP】生徒がイキイキ 浦和工業高校編 

第 13 回工業高校生がつくる鉄道展（久喜工業

高校（機械科）、越谷総合技術高校（電子機械

科）、大宮工業高校（建築科）の活動を取材。 

【11 月 28 日掲載】 

【センターHP】生徒がイキイキ 工業高校生がつ

くる鉄道展編 

  

全日本ロボット相撲大会 2024 の様子を取材。工

業高校生が海外チームや企業、大学、他県の工業

高校生とロボット相撲を通じて交流する様子を紹

介。【12 月 25 日掲載】 

【センターHP】生徒がイキイキ 全日本ロボット

相撲大会 2024 編 

 

「第 75 回全国植樹祭（埼玉 2025）」の開催機

運の醸成を図るために、建築系学科を有している

工業高校（浦和工業高校、大宮工業高校、春日部

工業高校、川越工業高校、熊谷工業高校）が製作

したカウントダウンボードの取組を紹介。 

【1 月 16 日掲載】 

【センターHP】生徒がイキイキ 「第 75 回全国

植樹祭」カウントボード製作編 

 

家庭看護福祉編 

 埼玉県高校生福祉研究発表大会（７月 23日

を取材。【８月 21 日掲載】 

【センターHP】生徒がイキイキ 福祉編 

 

彩の国進学フェア編 

 2024 彩の国進学フェアの様子を紹介。 

【７月 21 日掲載】 

【センターHP】彩の国進学フェア編 

 

産業教育フェア編 

 第 34 回埼玉県産業教育フェアの様子を紹介。 

【６月 18 日・10 月 31 日掲載】 

【センターHP】産業教育フェア編１ 

【センターHP】産業教育フェア編２ 
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3.7 彩の国進学フェアにおける魅力発信 

昨年度に引き続き、「彩の国進学フェア」（よみ

うり進学メディア主催）において２日間に渡り、

のべ 12 名の指導主事等が、200 組以上の中学生

および保護者に対して専門高校の紹介等の説明を

行った。今年度は「のぼり旗」と「青いベスト」

を準備し、「魅力創造プロジェクト」という一団

体として、一目でわかるようにして参加した。説

明を聞き、より詳細な内容を知りたいという中学

生もおり、志望する専門高校のブースへ案内した

ケースもあった。（図３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.8 キャリア教育の推進 

令和７年度実施予定の専門研修の一つとして、

「小学校と専門高校の交流事業における意義」と

いうテーマの研修を計画している。内容として

は、キャリア教育と地域連携の好事例として熊谷

市内の小学校と専門高校（熊谷工業高校、熊谷農

業高校）の交流事業を柱とした小中高大の連携に

ついて考える研修とするものである。今年度行わ

れた交流事業に、魅力創造プロジェクトのメンバ

ーが参加した。 

次年度の研修が有意義なものとなるように、交

流事業の発起人である熊谷市立妻沼南小学校の大

谷裕紀校長に御助言いただきながら、準備を進め

ていく。なお、令和７年９月頃、半日の集合型研

修を熊谷工業高校で実施する予定である。 

 

3.9 第 34 回産業教育フェア 

 新たな取組として、本プロジェクトのブー

スを設け、専門高校のパンフレットを並べた

り、個別相談コーナーを設けたりした。中学生

や保護者等、多くの方々に周知を図ることがで

き、進路決定に向けた一助となったと推察され

る。 

 

3.10 総合教育センター 一般公開 （図４） 

  実施日：11 月 14 日(木) 県民の日 

  場 所：総合教育センター 被服室 

  内 容：農業「広げよう農業の輪」 

         しめ縄飾り作り 

      工業「重機で GO」 

         重機操作シミュレーション 

      商業「お金のひみつ」 

         金融クイズ 

      家庭「毛糸でメリークリスマス」 

         クリスマス飾り作り 

      看護・福祉「教科書展示」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 図３ 彩の国進学フェアにて 】 

【 図４ センター一般公開にて 】 
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4 調査研究    

 年次研修受講者（小・中学校・高等学校）に、

以下のアンケートを実施した。 

【小・中学校】                  

① 研修を通じて専門高校（産業教育）のことを

より深く知りたいと思いましたか 

② どのような児童生徒に勧めたいと思いますか 

③ 専門高校の推奨度とその理由 

④ 今後キャリア教育を進めるうえでどのような

情報を求めているか 

 

4.1 小・中学校受講者振り返り（理由抜粋） 

 4.1.1 小学校受講者 114 回答 

 ①研修を通じて専門高校（産業教育）のことを

より深く知りたいと思いましたか。 

「そう思う」95％ 

 「どちらでもない」4％ 

  「そう思わない」１％ 

 

②どのような児童生徒に勧めたいと思います 

か。 

・将来の夢が明確にある児童や、色々な選択

肢を知ってキャリアにつなげたいと考えて

いる児童 

 ・技能科目が得意な生徒 

 ・手を動かしたり、特定の趣味があったり、

その分野に興味のある生徒 

 

 ③専門高校の推奨度とその理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択理由［10～7］  

・子どもの個性に合わせて、これからの世の中に

必要なことが学べると思った。 

・様々な種類の専門高校があったので、子どもた 

ちの将来を見据えて子どもたちや保護者の方な 

どにお勧めしたい。 

・今は多様性の社会で、学歴ではなく何ができる 

かで就職が問われるようになってきた。児童の

選択肢や思いをいかす意味で、その活動や仕事

に特化したことを学ぶことは逆に自分の内面や

人間性を高めることになると思う。 

［6～5］  

・私自身もまだ詳しくないので専門高校について

もっと知ってから同僚に伝えたい。知識として

知っておくことが大切である。 

・教師だけでなく、本人の特性や保護者の意向も

あると思うので、勧めはするがあまり強くは言

えない。 

［4 以下］  

・一人一人自己実現が違う。 

・児童によって様々なのでそれぞれが選択すべき

進路である。 

 

④今後キャリア教育を進めるうえでどのような情

報を求めているか。  

・キャリアパスポートの工夫 

・小中連携教育の推進実態把握 

・専門高校卒業後の進路情報 

・職業教育や情報教育に関する内容 

 

≪考察≫ 

「専門高校について知らないことが多いのでもっ

と情報がほしい」といった前向きな声に応えるべ

く、今後も発信していく必要があると考える。小

学校のキャリア教育のポイントは「児童の将来の

選択肢を広げる」ということであり、小学校での

取組を高校が把握することも必要である。 

 

 

（人） 
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4.1.2 中学校受講者 124 回答 

 ①研修を通じて専門高校（産業教育）のことを

より深く知りたいと思いましたか。 

「そう思う」98％ 

  「どちらでもない」0％ 

  「そう思わない」2％ 

 

②どのような児童生徒に勧めたいと思います 

か。 

・高校を卒業したあとになりたい自分が明確 

で普通科よりも適していると判断した生徒 

  ・夢や希望をもっていない生徒や自己肯定感 

の低い生徒 

 

③専門高校の推奨度とその理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択理由［10～7］  

・進路実現の高さや、進路先に就いたときの即戦

力や基礎知識を理解した上で活動できること。 

・専門性や免許や資格、知識がある方が就職先に

困らないと思う。また、農業の成り手不足もあ

り、働ける場所があることや食料自給率を考え

ても農業をやるメリットは高いと考える。 

・今は専門高校でも進学率はあがっているため、

入学後もたくさんの選択肢があると思う。 

［6～5］  

・高校生のうちに進路に心変わりが起きる可能性

もある。ただ、専門高校の方が早い段階でより

専門的な学びができる。 

・自分が専門高校をあまり理解していない。 

［4 以下］  

・専門性も学べることにおいては優位に思う

が、現代の学歴社会においては難しい部分も

あると感じた。 

・高校の段階ではより広く学ぶべきであると考

えるため、あまりイメージがわかない。 

 

④今後キャリア教育を進めるうえでどのような情

報を求めているか。 

・高校の先生のお話、進路情報、パンフレット 

 等 

・生徒や保護者が持つ誤った専門高校のイメー

ジが払しょくできるような情報。 

・労働の意義をもっと生徒に伝えたいので、そ

の情報が必要。 

 

≪考察≫ 

高校進学を視野に、各校の特徴的な取組や、最

新の学びの情報等を求めている。キャリア教育の

考えが、高校進学・就職に留まっているので、ラ

イフステージの視点で見たキャリア教育（職業に

関する学び等）といった内容を今後発信していく

必要性があると考える。 

 

4.2 高等学校初任研受講者振り返り 

（一部抜粋） 

・専門高校についてのカリキュラムや講義内容 

を初めて知りました。倍率が下がっているこ

とに対して、地域とのつながりを大切にいろ

いろな活動をしていきたい。 

・専門高校が実際に行っている産学連携の取り 

組みや授業内容について理解をすることがで

きた。 

 

5 次年度に向けて 

 昨年度の実践を踏まえ、今年度も年次研修にお

いて、専門高校の魅力を発信することができた。

また、彩の国進学フェアや産業教育フェアでは、

ブースも設置し、情報発信のみならず、進路相談

（人） （平均 6.2） 
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等も受け付け、生徒や保護者のニーズに合わせた

情報提供をすることができた。そして、周知を図

るためのツールやポスターの作成等で、センター

内で教科・校種横断的な協力を得られたことも成

果である。専門高校の魅力をさらに知ってもらう

機会を増やすと同時に、情報発信ツールの検討

（ＳＮＳを含めた発信）についても、今後検討

し、生徒募集につなげていきたい。 

  

6 おわりに 

 今後も、プロジェクトの目標達成に向け、専門

高校長会、高校教育指導課の産業・キャリア教育

担当と協働しながら、より効果的な専門高校の魅

力発信について研究し、充実させていく。 
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     埼玉県立総合教育センター紀要 第 100 号 令和 7 年３月 
 

※   県立総合教育センター 主任指導主事 

※※ 県立総合教育センター 指導主事兼所員 

 
 

 

職場活性化プロジェクトチームにおける取組について 

 
 白井 里佳子※,浅賀 忠夫※※,小野 宏夢※※,橋本 航※※,萱津 百合子※※,津久井 亮典※※

 

 

要旨  埼玉県立総合教育センターの職場活性化プロジェクトチームは、働き方改革や連携強化を推進し、所

員アルバム作成や意識調査を実施している。本稿では、職場活性化プロジェクトチームの取組を通して見えてき

たセンターの課題と、その課題解消のための取組について報告する。 

 

キーワード: 職場活性化、職場改革、意識調査、担当間連携 

 

1 はじめに 

 埼玉県立総合教育センター（以下、センター）では、

令和３年度より、職場活性化プロジェクトチーム（以下、

職場活性化ＰＴ）を設置している。その目的は、総合

教育センターにおける働き方改革や担当間の連携・

協力体制の強化を推進することである。 

 本稿では、令和６年度における職場活性化ＰＴの取

組を紹介し、その効果について考察する。 

 

2 令和６年度 職場活性化ＰＴ 

2.1 職場活性化ＰＴの結成 

2.1.1 活動方針 

 センターにおける働き方改革を推進するため、

職場活性化ＰＴは以下の３点の事務を所掌してい

る。 

(1)デジタルを活用した働き方改革推進に向けた

取組に関する提案を行うこと。 

(2)担当間の連携・協力体制強化に向けた取組に

関する提案を行うこと。 

(3)その他の課題を抽出し、改善策を検討するこ

と。 

令和６年度のＰＴのメンバーが昨年度と大きく

変わったこと、今年度着任したメンバーが多いこ

とから、昨年度まで行っていた所員アルバムの作

成、所員意識調査、業務フローの作成に継続して

取り組むこととした。 

 

2.1.2 構成メンバーと役割分担 

 各担当から選出されたメンバー12 名で構成された。

昨年度までの取組を継承しつつ、これまで解決しき

れていない課題の解決に向けて、①所員アルバム作

成・活用チーム、②所員意識調査チーム、③業務フ

ローチームの三つのチームに分けて取り組むこととし

た。 

(1) 所員アルバムチーム 

橋本 航、岡田 和貴、佐々木 桃子 

※岡田が年度途中に異動となったため、同じ総務担

当から佐々木が参加した。 

(2) 所員意識調査チーム 

萱津 百合子、小林 幸子、秀嶋 矩子 

(3) 業務フローチーム 

津久井 亮典、須永 章宏、小須田 一樹 

 

2.2 令和６年度の各チームの活動 

2.2.1 所員アルバムチーム 
 令和６年度当初、センターには 122 名の所員や職

員が在籍していた。その所員や職員は各担当に分か

れている。各担当とは、幹部、総務担当、教育資料担

当、企画調整担当、教育ＤＸ担当、選考研究開発担

当、教職員研修担当（高校教育研修担当・義務教育

研修担当）、特別支援教育担当、指導相談担当、農

業教育・環境教育推進担当、清掃である。また、本所

は行田だが、農業教育・環境教育担当は熊谷市の江

南支所で、指導相談担当の一部の職員はさいたま市
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の北浦和分室で勤務している。また、行田本所にお

いても、総務担当、教育資料担当、選考研究開発担

当、指導相談担当は他担当とは別の担当室で執務

に当たっている。 
そのため、同じ総合教育センターで勤務していると

いっても、全く会うことのない所員がいたり、顔と名前

が一致しなかったりするケースがある。そのような状態

で、担当横断的に仕事を進めたり、スムーズに連携し

たりすることは困難と言える。 
そこで、令和３年度より、職場活性化ＰＴでは所員

アルバムを作成している。名前や担当業務、今まで

の勤務先に加え、趣味・特技、最近はまっていること

の欄を作成し、お互いのことをより深く知ることができ

るように工夫した。この取組により、「お互いの共通点

を知ることができた」、「同じ学校に勤務していたこと

がわかった」など、コミュニケーションを図るためのきっ

かけを作ることができた。 
 
2.2.2 所員意識調査チーム 
 センター職員が職場への帰属意識を一層高め、セ

ンター全体の活性化を図るため、令和４年度から、職

場推奨度に関する所員意識調査を行っている。昨年

度からの推移を明確にするため、質問項目や質問方

法については昨年度と同様にした。 

はじめに、質問項目、質問文、調査時期や所員へ

の周知時期、方法の検討を行った。その後、8 月に第

一回調査を実施した。結果については、所員意識調

査チームでまとめ、考察を行い、9 月の所内勉強会に

おいて所員に結果と考察の提示を行った。また、結

果や考察について話し合いの場を設けた。年度末に

第二回調査を実施する予定である。 

 

2.2.3 業務フローチーム 
 令和５年度は、効果的な研修実施に向け、指導者

を確保する事業である「一括打診」に係る業務フロー

を作成した。作成したフローを活用し、令和 6 年度の

講師一括打診を実施した際、講師への諾否確認とし

て、ほぼ同様の業務を二度実施していた。 

前年度の 11 月頃から、一括打診の業務は開始さ

れる。年度をまたぎ業務は続き、事業担当者の異動

があれば、後任となる指導主事が着任数日で業務を

進めていかなければならず、業務負担が大きい。さら

に、異動による担当者変更はセンターだけではなく、

各関係機関でも発生し、業務引継ぎが原因となるトラ

ブルが発生している。 

今年度は、昨年度作成した一括打診に係る業務フ

ローを見直し、さらなる業務効率と質の向上を目指す

ことを目的として取り組むこととした。 

 

3 所員意識調査の実施 
3.1 調査方法 
 令和４年度、令和５年度と同様に質問紙法とした。

質問項目については令和５年度と同様に、９項目に

ついて 16 の質問文で実施した（表１）。 

【表１ 所員意識調査の質問文】 

項目 質問文 

ビジョン 

① 私は、センターのビジョンを意識して常に業務

を行っている。 

② 私の職場では、ビジョンを達成するために議論

する場があり、昨年よりよいものが提供できるよう

にアイディアを出し合っている。 

事業の 

ブラッシュ 

アップ 

③ 私の担当では、タスク管理により、互いの仕事

の進捗状況を把握することができている。 

④ 私の職場は、デジタル化による仕事の効率化

が進んでいる。（書式の統一・資料の共有・有事

の際の情報共有 等） 

キャリア 

⑤ 私の担当業務は、将来現場で管理職をする上

でプラスになると思う。 

⑥ 私の職場は、所員の資質向上のために学べる

場が充実している。 

ロールモデ

ル・育成 

⑦ 私の職場には、自身の目標となる「人」がいる。 

⑧ 私は、後進育成や同僚のスキルアップのために 

助言・手助けをしている。 

ワークライ

フ・バランス 

⑨ 私の職場では、自身の仕事の段取りや予定に

合わせ、在宅勤務の選択や、休暇の取得をする

ことができる。 

⑩ 私の職場は、人生のライフイベント（結婚・出産・

育児・介護等）と仕事とが両立できる可能性があ

ると思う。 

上司 

⑪ 私の上司は、私の業務が滞りなくできるようにフ

ォローしてくれる。 

⑫ 私の上司は、私の仕事ぶりを評価、信頼してく

れている。 

連携 
⑬ 私の職場は、担当を超えて協力する体制・関係

ができている。 
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⑭ 私の業務は、関係各課や外部機関（大学・研究

所等）と十分に連携がとれている。 

情報 
⑮ 私の職場では、円滑な業務に必要な情報が所

員全員に適切に提供されている。（県からの通

知、担当内での伝達） 

規則 
⑯ 私の職場では、所内での取り決めが守られてい

る。（例 提出期限、GW への掲載、施設部品予

約等） 

 

3.2 問題の分析 
 第 1 回の調査は、令和６年８月 5 日から９月５日まで

の期間でセンター全所員を対象に、オンライン質問

票でデータを収集した。調査依頼数は 100、回答数

は 63（回答率 63.0%）、そのうち有効回答数は 63 であ

った。質問項目は、５段階のリッカート尺度法で測定

した。 

データ収集した記述統計量を表 2 に示す。 

【表２ 記述統計量】 

質問 

項目 

質 

問 
最小値 最大値 平均値 

標準 

偏差 

ビジョン 
① 2 5 4.1 0.5 

② 2 5 4.0 0.7 

事業のブラッ

シュアップ 

③ 2 5 3.7 0.7 

④ 2 5 4.1 0.7 

キャリア 
⑤ 2 5 4.2 0.7 

⑥ 3 5 4.3 0.6 

ロールモデ

ル・育成 

⑦ 2 5 4.1 0.7 

⑧ 2 5 3.7 0.7 

ワークライフ・ 

バランス 

⑨ 2 5 4.4 0.7 

⑩ 2 5 4.2 0.8 

上司 
⑪ 1 5 4.2 0.8 

⑫ 1 5 4.0 0.8 

連携 
⑬ 2 5 4.1 0.6 

⑭ 2 5 3.8 0.7 

情報 ⑮ 2 5 4.0 0.7 

規則 ⑯ 2 5 4 0.7 

 次に調査で得られた eNPS の結果を表３に示す。 

【表３ センターにおける eNPS】 

 推奨度 回答者数 割合 

推奨者 
10 

9 

5 

9 
22.2% 

中立者 
8 

7 

17 

15 
50.8% 

批判者 

6 

5 

4 

3 

2 

1 

0 

10 

4 

1 

0 

1 

1 

0 

27.0% 

 eNPS を求める式は、「eNPS = 推奨者の割合 − 批

判者の割合」である。そのため、センターにおける令

和 6 年度 8 月の eNPS は-4.8 となった。 

株式会社ビービットが 16 業界に勤務する従業員

約 5,000 人を対象におこなった eNPS 調査[2](2017)

によると、平均スコアは-61.1 である。最も高いスコア

は官公庁・自治体・公共団体の-41.3 である。それと

比べると、センターの eNPS は非常に高い状態と言え

る。 

 

3.3 問題の抽出と課題の設定 
 他の業界の eNPS の数値と比べると、センターにお

ける eNPS の数値が高いことが分かった。一方で、問

題点も浮上した。表 4 で示したセンターにおける

eNPS の推移を見てもらいたい。 

【表４ センターにおける eNPS の推移】 

実施月 eNPS 

令和４年 ８月 -23.3 

令和５年 ２月 1.6 

令和５年 ８月 8.3 

令和６年 ２月 16.9 

令和６年 ８月 -4.8 

令和７年 ２月 ※ 

令和４年８月に初めて所員意識調査を行ってから、

令和６年２月の調査まで eNPS の数値が向上していた

が、今年度に行った所員意識調査で初めて数値が

下がった。この原因について調べるために、eNPS に

影響を与える因子について eNPS を目的変数、９個の

質問項目を説明変数として重回帰分析を行った。そ

の結果が表 5 である。 

【表５ 重回帰分析の結果】 

 T P-値 

平均・ビジョン -0.563148324 0.57570868 

平均・事業のブラッシュアップ -0.491659256 0.624990381 

平均・キャリア 0.16384985 0.870472591 

平均・ロールモデル 1.146389741 0.256783384 

平均・ワークライフ・バランス 1.160351313 0.251106019 

平均・上司 3.966978211 0.000219873 

平均・連携 2.465617411 0.016949177 

平均・情報 -0.136943299 0.891594508 

平均・規則 -1.85325921 0.069415476 
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 重回帰分析において、目安として、t の絶対値が 2

より小さい場合は統計的にはその説明変数は目的変

数に影響しないとされている。逆に2よりも大きい場合

は影響していると考えられる。今回の結果では「上司」

と「連携」が eNPS に影響しているのではないかと考え

た。 

そこで、「上司」と「連携」について記述された内容

に着目した。上司については、「評価や信頼されてい

るとは思えない」や「少し困っている」などといったネ

ガティブな意見が見られた。連携では、「関係性がよ

い」や「近隣の県の施設ともっと連携できることがある

と思う」といったポジティブな意見が挙げられた。この

ことから、上司について考える場があると良いのでは

ないかと考えた。 

そこで、この結果について、幹部職員や各担当の

グループリーダーで構成される幹部・ＧＬ会議におい

て説明を行い、協議を行うこととした。また、幹部やグ

ループリーダー以外の職員においても、所員勉強会

において「職場のモチベーションに影響を与える上

司とはどのような上司か」といった内容で話し合うこと

とした。 

 

3.3.1 幹部・ＧＬ会議における協議 

 令和６年１０月３日（木）幹部・ＧＬ会議にて、所員意

識調査の報告を行った。また、「職場のモチベーショ

ンに影響を与える上司とはどのような上司か」につい

て協議を行った。 

グループ協議で出た意見は次のとおりである。 

・具体的なことを一緒に考えていく、やっていくスタ

ンスが必要である。 

・職員に対してお願いしていく際、低姿勢を意識す

る。 

・若手、ベテランへの対応の差を付けない。 

・各担当は自分の業務に集中しているため視野が

狭くなっている。上司が広い視野で指摘すること

が必要。また、自身が部下の立場まで降りて考え

ることが必要である。 

・信頼関係を築いていく。 

・職員と管理職では意識が違う。周年行事などの

実施についても職員とは意識が異なる。 

・生徒指導体制の組織づくりが大事である。 

・管理職がリーダーシップをとるだけでなく、信頼関

係を築き持続的な実施をしていく必要がある。 

・部下との信頼関係を築くためにはほめることにつ

きる。 

・指示待ちの先生が多い、懇切丁寧に指導してい

かないといけない。 

・若い教員は、きつめに指導すると辞める、背後の

保護者がいるので、言葉を選ぶ必要がある。 

・産休代員が見つからない中ではあるが、産休の

申し出があったときに笑顔で対応すること 

・プレーヤー時代の基準で言ってしまう、同じ基準

で指導して学校をダメにしてしまうという例を聞い

た。 

 

3.3.2 所員勉強会における協議 

 令和 6 年 10 月 17 日（木）に所員勉強会にて所員

意識調査の報告を行った（図）。所員意識調査チー

ムが所員意識調査の概要と第一回調査の結果とその

考察について発表した。 

その後、5〜6 人のグループに分かれ、「職場のモ

チベーションに影響を与える上司とはどのような上司

か」について話し合いを行った。グループ協議で出た

意見は次のとおりである。 

・責任感や覚悟をもって仕事にあたる上司は職員

のモチベーションに影響を与えるのでないか。 

・高い視座をもっている。 

・大きな視点として、職場環境への愛、職員への愛

がある。 

・仕事を任せつつも、最終的な責任を取ることがで

きる。 

・目標と具体を示すことができる。 

・相談したことへの具体的なアドバイスができる。 

・ミスをしても職員をフォローしながら導くことができ

る。 

・緊急時に冷静に指示を出すことができる。 
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・新しいことにチャレンジする環境を作ってくれる。 

・よく話を聞く。よく話しかけるなど話しやすい雰囲

気がある。 

・全体を見渡すことができる。 

・プロセスを評価できる。 

・フットワークが軽い。 

 

4 業務フローチームの取組 
 昨年度作成した「一括打診」に係る業務フローをベ

ースに見直しを実施した。業務の効率化や依頼の不

備をなくすことを目指し、職場活性化ＰＴ内で、重複し

ている業務や削減しても支障がない業務について検

討した。検討した内容に関して、所長や総合企画長、

企画調整担当を通して各関係課と調整を行った。削

減された業務内容を既存の業務フローから削除し、

より効率化が図れた業務フローとなった。 

・小・中学校：２月下旬時点で指導者候補の派遣依

頼をし、承諾を得ている際は、４月以降の電話によ

る改めての諾否確認を廃止。 

・高等学校：４・５月に実施予定の研修に係る指導者

候補の派遣依頼は２月に実施。 

・特別支援学校：指導者候補の所属長に派遣依頼文

書発出前に行っていた電話による依頼を廃止。 

年度当初には、一括打診以外にも多くの事業が存

在する。各事業担当者の異動があれば、後任となる

指導主事が着任数日で業務を進めていかなければ

ならず、業務負担が大きい。また、教育行政に初めて

携わる者も多く、何から取り掛かればよいか、何を質

問すればよいのかと困惑している。センター着任直後、

誰もがスムーズに業務にあたることができるような業

務フローについても検討していく必要がある。 

 

5 全国教育研究所連盟研究協議会における発表 
 令和６年 10 月 24 日（木）、25 日（金）に全国教育研

究所連盟研究協議会（福井大会）の分科会 B「教育

センター職員が成長するための取組とは」の中で、

「職場活性化プロジェクトチームの取組について～意

識調査と業務可視ツールを使った現況業務分析によ

る課題の抽出と解決に向けた実践報告～」と題し、セ

ンターにおける職場活性化ＰＴについて発表を行っ

た（図 1）。令和 5 年度に職場活性化 PT で行った所

員アルバム、所員意識調査、業務フローについて実

践報告をした。それぞれの取り組みについて取り入

れたいという意見があり、実際に他県の教育センター

から問い合わせがあり、資料を提供した。 

 

【図１ ＰＴの取組発表プレゼン】 

 

6 新しく着任した人の困り感について 
 所長からの依頼で、新しく着任した所員の困り感を

調査してほしいとの要請があった。そこで、令和６年

12 月 11 日（水）に行った職場活性化ＰＴの会議にお

いて意見交換を行った。その時に出た意見は次のと

おりである。 

①引継ぎに関する困りごと 

・事務システムの引継ぎがなかった 

・引継ぎは難しい（本局とのやり取り、上席とのチ

ャットについての戸惑い） 

②システムに関する困りごと 

・市町村教育委員会などとシステムが違う 

④着任時のサポート 

・教職員研修担当が作成した「着任したらやるこ

と一覧」があると助かる。（パソコンの登録、プロ

ジェクターの使い方など） 

・年度当初の事務関係の操作は一括の方がよ

いのでは？ 

④講師依頼に関する困りごと 

・講師依頼が複雑である 

⑤他の教職員とのコミュニケーション 

・誰に聞いていいのかわからない 
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・他課とどのようにかかわったらよいのか 

⑥意見を出す場やメンタルサポート 

・ＰＴの立ち位置を明確にしてほしい（声を拾え

るような、思いついたものを言えるような環境が

欲しい） 

・意見が入れられるような場所が欲しい（S カフェ

みたいな） 

・メンター・メンティ制度について 

⑦共通の行動や対応 

・あいさつ文・言葉の台本、様式があると助かる 

・共通行動が個人にゆだねられている部分が 

ある 

 この出た意見について、企画調整担当で企画して

いる次年度のオリエンテーションでサポートできる部

分があるのではないかという考えが挙がった。この部

分を改善していくことで、センターとしての働き方改革

にもつながっていくのではないかと考える。ＰＴとして

話し合いを継続していかなくてはならない。 

 

7 まとめ 
 本稿では、令和６年度における職場活性化ＰＴの取

組について報告した。昨年度とメンバーが大幅に変

わったことから、令和５年度の取組を引き継ぐ形で進

めた。 

意識調査では、昨年度までと同様にエンゲージメ

ントが全国平均と比べて高い状態ではあるものの、数

値が下降していることが分かった。この理由について

分析し、所員で話し合えたことは一つの成果といえる。 

一方、新しく着任した人の困り感については、所内

全体にアンケートを取って分析するなどして、もう少し

具体的に考えていく必要がある。 

今後も職場活性化ＰＴを中心に、業務効率化、そし

て働きやすいセンターづくりを進めていきたい。 

 

8 おわりに 
 センターでは「将来学校に戻った時に」という話を聞

くことがある。これは、センターから学校に戻った時は

管理職という立場になることが多く、その時に活躍す

る人材となるように意識して仕事をするようにという意

味である。 

 センターには経験をたくさん積まれた方が多く在籍

している。ということは、その分視野が広く、効率的に

仕事を進めることができるはずである。しかし、現状で

はそのようにいっていない部分がある。その問題点を

見つけ、改善するといった実践的な経験を積むことで

将来学校に戻った時にセンターでの経験を生かして

活躍できるはずである。 

 そういった意味を考えると職場活性化 PT はとても良

い場である。これからも職場活性化 PT が中心となり、

データと対話を活用して様々な取組を進めていきた

い。 
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多様な学びの場支援ワーキンググループの活動について 

 
 県立総合教育センター 多様な学びの場支援ワーキンググループ※

 

 

要旨 本県における小・中学校の不登校児童生徒数は R4 の調査で 14,110 人、R5 の調査結果では 16,791 人

となっており、平成 26 年以降、増加し続けている。生徒指導課作成の「一人一人の社会的自立に向けた児童生

徒支援ガイドブック」（令和６年３月）には、不登校が児童生徒の学習の遅れや進路選択上の不利益、社会的自

立に対しリスクがあると示されている。不登校対策のために、子供を支援する学校の教職員等の資質向上、市町

村教育センターの職員の機能強化が不可欠であり、ワーキンググループを設置した。本稿では令和６年度のワ

ーキンググループの取組について紹介する。 

 

キーワード: 不登校、一人一人の社会的自立に向けた児童生徒支援ガイドブック、研修パッケージ、

機関研修（教育支援センター職員の研修） 

 

1 はじめに 

 多様な学びの場支援ワーキンググループ（以下、Ｗ

Ｇという。）を立ち上げるにあたり、前年度から、指導

相談担当を中心に構想を練り、設置要綱を定めた。

設置要綱に示すＷＧの目的は以下のとおりである。  
（目的）第１条 不登校児童生徒の増加に伴い、不

登校児童生徒への適切な支援の在り方について検

討し、市町村の教職員等の資質向上及び市町村の

教育支援センター等の機能強化を図るため、多様

な学びの支援に関する事項を検討することを目的

とする。この要綱は、多様な学びの場支援ワーキン

ググループ（以下「本ワーキンググループ」という。）

を設置し、運営に関し必要な事項を定める。  

当初は、総合教育センター内で担当横断の事業と

して進めていたが、本事業を円滑に進めていくため

には、生徒指導課との連携が欠かせないということか

ら、年度途中から２名の指導主事が委員として参加し、

WG の取組が進められることになった。 

 

2 委員について 

 令和６年度の委員は、栗原副所長が統括し、指導

相談担当主任指導主事（グループリーダー）をリーダ

ーとして、総合教育センターの各担当、生徒指導課

の指導主事で組織されている。 

 

【統括】 

県立総合教育センター  副所長 

 

栗原 敏枝 

【リーダー】 

指 導 相 談 担 当 主任指導主事 

 

小林 孝彰 

【副リーダー】 

教職員研修担当 指導主事兼所員 

特別支援教育担当 指導主事兼所員 

 

加藤  敦 

定方 千恵 

【委員】 

生 徒 指 導 課  指 導 主 事 
同      指 導 主 事 

 

志治 慎由 

牛島 健一 

企 画 調 整 担 当 指導主事兼所員 

教 育 DX 担 当 指導主事兼所員 

教職員研修担当 指導主事兼所員 

選考研究開発担当 指導主事兼所員 

農業教育・環境教育推進担当 指導主事兼所員 

松鷹 博紀 

丸山 誠司 

永井 直樹 

長村 佳子 

武井 一郎 

【事務局】 

指 導 相 談 担 当 指導主事兼所員 

同       指導主事兼所員 

同       指導主事兼所員 

同        指導主事兼所員 

 

宇野 弓子

清水佳矢子 

永井 智弘 

小野 宏夢 

 

3 事業について 

 ＷＧの事業は大きく以下のとおりである。 

⑴ 研修パッケージ作成・発信 

⑵ 機関研修の実施・メタバースの活用 
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⑶ 一人一人の社会的自立に向けた児童生徒支

援ガイドブック（以下、ガイドブックという。）解説

動画の作成・発信 

 事業をどう進めるべきか、令和５年度末にキックオフ

ミーティングを行い、WG 設立の目的、WG の活動の

方向性を定めた。令和６年度は、会議を７回実施した。 

以下 WG の事業について概説する。 

 

3.1 事業実施のための会議について 

定期的に対面・オンラインのハイブリッド方式で会

議を実施した。また、会議が円滑に進むようグループ

チャットにおいて、資料提示等を先に共有する形式

で実施した。 

【キックオフミーティング】令和６年３月６日（水） 

本会議では、ＷＧのリーダー（当時）より設置要綱、

次年度の予定、生徒指導課からの説明があった。ま

たこの会議で、次年度の大まかな活動計画が示され

た。 

【第１回】令和６年４月１８日（木） 

設置要綱、構成員、活動イメージの共有、具体的

な取組内容の見通しが確認された。 
今年度メインの取組として研修パッケージを作成、

発信していくことが取り決められた。 
【第２回】令和６年７月１１日（木） 

設置要項の改正が行われ、研修パッケージの役割

分担の再確認が行われた。学習支援（成功事例のイ

ンタビュー予定）について、ガイドブック解説動画作

成、江南支所開催が予定されている研修について、

さいたま市不登校等児童生徒支援センターの訪問報

告（メタバースの内容）が行われた。また生徒指導課

から取り組んでいるメタバースの方向性について報告

が行われた。 
 研修パッケージのうち、「不登校の支援に対する基

本的な考え方」は生徒指導課が作成することとした。

また、「心身の不調への理解」については、医師に作

成を依頼することとした。 
【第３回】令和６年１０月１８日（金） 
 研修パッケージの一部「不登校対策」「特別支援教

育」の骨子について担当の委員から説明が行われた。

また、研修パッケージ用の動画の仕様等について協

議した。 
 ある自治体の教育支援センターのインタビューの進

捗状況について作成途中の動画を視聴し、説明が行

われた。 
【第４回】令和６年１１月１９日（火） 
 研修パッケージの「不登校対策」「特別支援教育」

について最終確認を行った。また、「学習支援」と「心

身の不調への理解」についての資料について、進捗

状況の報告が行われた。 
 今後の WG の活動や周知方法について検討事項

として挙げられた。 
【第５回】令和６年１２月１２日（木） 
 「学習支援」「生徒指導（教育相談）」「心身の不調

への理解」についての確認が行われた。講義動画の

保存先や視聴者の拡大について協議が行われた。 
 また今回のパッケージにおける利用者アンケートの

案が示され、文言の検討が行われた。 
 次年度に向けて組織をどうするか、利用者の拡大を

どうするか、パッケージ自体の周知方法等を検討し、

生徒指導課が次年度パッケージについて市町村教

育委員会を中心に伝えることになった。 
 特別支援学級、特別支援学校の子供たちのニーズ

が把握できておらず、自治体との連携が望まれること

が委員から挙げられた。 
【第６回】令和７年１月８日（木） 
 各パッケージ内容の最終確認を実施し、周知のた

めのチラシ、研修実施後の意見を集約するためのア

ンケートの検討を行った。 
【第７回】令和７年２月１８日（火） 
 令和７年４月１日のパッケージリリースに向けて確認

が行われ、次年度の活動について検討が行われた。 
 
3.2 研修パッケージについて 

 作成した五つの研修パッケージについてそれぞ

れのコンテンツの概要を示す。 

3.2.1 「不登校対策パッケージ」 

 「不登校対策パッケージ」は、県内の公立小・

中・義務教育学校の不登校の状況を示し、不登校
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の定義や学習指導要領における不登校児童への配

慮について、「一人一人の社会的自立に向けた児童

生徒支援ガイドブック」、不登校に関連する各種法

令等について概説するものである。 

3.2.2 「学習支援パッケージ」 

 「学習支援パッケージ」は、県内４市（上尾市・

春日部市・東松山市・深谷市）の教育支援センタ

ーを取り上げ、各教育支援センターの概要、活動

内容、事例（支援のねらいや内容、学校とのかか

わり方等）についてインタビュー形式でまとめた

ものである。 

3.2.3 「生徒指導（教育相談）パッケージ」 

 「生徒指導（教育相談）パッケージ」は、子供

たちの心に寄りそった支援につながるよう、教育

相談の基礎的な内容を精選してまとめたものであ

る。 

コンテンツの内容は、以下のとおりである。 

１ 教育相談の基礎 

２ 教育相談の進め方 

⑴ 教育相談の３段階（コーヒーカップ方式） 

⑵ 基本的な技法 

⑶ 相談記録の取り方 

３ 学校との連携、継続的なフォローアップ  

3.2.4 「特別支援教育パッケージ」 

「特別支援教育パッケージ」は、特別な教育的

支援を必要とする児童生徒が増えている現状を踏

まえ、発達障害の特性の理解、適切な支援の方法

を知ることにより、二次的障害を防ぐことを目的

とし、まとめたものである。 

コンテンツの内容は、以下のとおりである。 

１ 特別支援教育の現状 

２ 二次的障害からの不登校 

３ 発達障害とは 

⑴ 自閉スペクトラム症（ＡＳＤ） 

⑵ ＡＤＨＤ 

⑶ 学習障害（ＬＤ） 

４ 合理的配慮 

５ ユニバーサルデザインを取り入れた支援 

 ６ 支援の留意点 

3.2.5「心身の不調への理解研修パッケージ」 

「心身の不調への理解研修パッケージ」は、教

育相談事業スーパーバイザーである医師に作成を

依頼した。内容は、「起立性調節障害」に対する支

援を中心とするものである。 

3.2.6 広報・アンケートについて 

 これらの研修パッケージについては、令和７年

４月１日リリースを予定しており、それに向けて

ＷＧでは、Web サイト（市町村教育支援センター

職員向けの限定公開）を作成するとともに、周知

のためのチラシを作成した（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１ 研修パッケージのチラシ】 

また視聴いただいた方に、研修事後に回答いた

だくアンケートを検討した。アンケートは、動画

の長さ、難易度、実務に役立つ内容かどうかを５

段階で評価する他、パッケージをどのように活用

したか、追加してほしいコンテンツがあるか、と

いった質問項目を設ける予定である。 

 

3.3 機関研修の実施・メタバースについて 

3.3.1 江南支所における研修会等について 

【研修会】令和６年７月１８日（木） 
 県立総合教育センター江南支所において「不登校

児童生徒支援に係る教育支援センター職員等の資

質向上に向けた研修」が行われた。 
 第１部は、江南支所の施設見学、江南支所が教育

支援センター向けの出前授業で普段実施している
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「草木染め」が行われた。 
 第２部は、富士ソフト株式会社の FAMcampus を使

用し、「メタバースを活用したコミュニケーション」を実

施した。 
外部から延べ３１名の参加があった。 

3.3.2 メタバースについて 
さいたま市の視察…令和６年６月２５日（火）にさい

たま市の不登校等児童生徒支援センター「Growth」

の 視 察 を 行 っ た 。 富 士 ソ フ ト 株 式 会 社 の

FAMcampus や NTT スマートコネクトの３D メタバー

スを活用し、児童生徒の支援を行っていた。 
川島町の支援…川島町教育メタバース開設に際し、

不登校支援に関するメタバースの効果的な活用方法

施策案を示した。 
 

3.4 ガイドブック解説動画について 

 令和６年３月に生徒指導課が「一人一人の社会的

自立に向けた児童生徒支援ガイドブック」を作成した。

そのガイドブックに教職員が目を通し、活用して不登

校対策にあたれるよう解説動画を作成した。１本あた

り２～３分という短時間で視聴が可能となるように作成

した。 
 動画の概要は、以下のとおりである。 

【表１ ガイドブック解説動画一覧】 
No. 内容 
１ 本書の使い方（状態別索引） 
２ 不登校に関する基本的な考え方 
３ 魅力ある学校づくり 
４ チーム学校による組織 
５ 早期発見・早期対応 
６ アセスメント 
７ 支援のプランニング（ケース会議） 
８ 家庭訪問 
９ 長期化への対応・多様な関係機関との連携 

１０ ＩＣＴを活用した支援例・進路支援 
 １０月以降の管理職研修、年次研修等で No.1 の

「本書の使い方」（図２）の動画を研修の最後に公開

し、研修に参加した教職員が視聴する機会を設けた。 

 
【図２ ガイドブック解説動画⑴本書の使い方】 

 

結びに 

WG の取組が、学校・教育支援センターの不登校

対策の一助になり、児童生徒が学び続けられるように

できれば幸いである。次年度も見直しを行いつつ、事

業を進める予定である。 
今回、研修パッケージ作成にあたり、教育相談事

業スーパーバイザーに御尽力いただいたこと、研修

を運営するにあたり、富士ソフト株式会社に御協力い

ただいたことに感謝申し上げる。 
また昨年度、本 WG の基礎を築いていただいた前 

総合教育センター副所長 田辺 鉄章 氏、前 指導

相談担当主任指導主事 中川 こずえ 氏、前 生徒

指導課指導主事 須永 誠司 氏、前 指導相談担

当指導主事兼所員 加藤 隆 氏に改めて感謝申し

上げる。 
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新たな教師の学び推進開発ユニットの活動について 

 
 県立総合教育センター 新たな教師の学び推進開発ユニット※

 

 

要旨 独立行政法人教職員支援機構との「新たな教師の学び協働開発事業」にかかる県立総合教育センター

の事業を推進するため、「新たな教師の学び推進開発ユニット」を立ち上げた。県内の小学校・中学校・高等学

校の教員を研究協力委員として委嘱し、従来の研修観の転換を図り、探究型の研修を推進するために調査研

究を行った。 

 

キーワード: 探究型の研修、研修マネジメント、研修観の転換 

 

1 はじめに 

新たな教師の学び推進開発ユニット（以下、「ユ 

ニット」という。）は、独立行政法人教職員支援機構

（以下、「NITS」という。）との「新たな教師の学び協働

開発事業」に係るセンターでの事業の推進を図るた

めに組織された。 

設置要項の第２条に、「ユニット」の所掌事務が挙

げられている。 

第２条 

⑴ 新たな教員研修の開発、特に機構が掲げる「探究型」

教員研修の開発に資するための調査・研究、および研

修の実施に関すること。 

⑵ 新たな教員研修を支える「研修マネジメント人材」の

育成に係る研修の開発に関すること。 

⑶ その他、新たな教員研修の研究・開発に関すること。 

これらの実現の方策の一つとして、「新たな教師の

学びを共創する調査研究」を行っている。 

 

2 運営委員について 

 令和６年度の運営委員は、教職員研修担当と企画

調整担当の主任指導主事（グループリーダー）が統

括し、県立総合教育センターの各担当の指導主事

（担当を横断して選出）、NITS の特別研修員（埼玉県

長期研修派遣）とで構成されている。 

運営委員は、以下のとおりである。 

 

 

【世話役】 

教職員研修担当 教 育 主 幹 榎本 貴一 
（現・県立進修館高等学校 校長） 

【統括】 

教職員研修担当 主 任 指 導 主 事 清水 武夫 

教職員研修担当 主 任 指 導 主 事 萩野 貴之 

企 画 調 整 担 当 主 任 指 導 主 事 白井里佳子 

【リーダー】 

企 画 調 整 担 当 指導主事兼所員 佐藤 勉 
（現・県立越谷西高等学校 教頭） 

【副リーダー】 

教職員研修担当 指導主事兼所員 内田 純一 

指 導 相 談 担 当 指導主事兼所員 清水佳矢子 

【メンバー】 

選考研究開発担当 指導主事兼所員 秋場 大輔 

教職員研修担当 指導主事兼所員 大橋 亨 

教職員研修担当 指導主事兼所員 永井 直樹 

教職員研修担当 主 任 指 導 主 事 鈴木 彩子 

特別支援教育担当  指導主事兼所員 山口さやか 

農業教育・環境教育推進担当 指導主事兼所員 武井 一郎 

Ｎ Ｉ Ｔ Ｓ 特 別 研 修 員 佐瀬 正伸 
（埼玉県長期研修派遣） 
※総合教育センターにおける役職名は、令和６年４月現在  

3 調査研究について 

3.1 概要 

 「ユニット」は「新たな教師の学びを共創する調査研

究」を行っている。本調査研究は、研究協力委員１７

名（県内公立小学校・中学校・高等学校・特別支援学

校）に委嘱した。研究協力委員が、これまでの自身の

教育実践を振り返ることで、自らの価値観を捉え直す
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とともに理想とする教師像を見つめ直すこと、またこの

ことを踏まえて、現状で考えられる自らの教育的課題

を発見し、課題解決に向かって探究的に取り組むこと

の重要性を認識するとともに、その探究的な学びの

過程を楽しむことができるマインドをもてるようにする

ことを目的としている。 

3.2 実際の調査研究の研修会について 

 調査研究の研修会は６回実施した。いずれの回も

「探究的な学び」をテーマに実施した。概要は以下の

とおりである。 
【第１回】 

① 研 修 日 令和６年４月 30 日（火） 
② 研修目標 自身の教育実践を振り返り、対話を

とおして価値観を捉え直し、新たな問いや実践

に向かうマインドの育成を研修内に組み込む。 
③ 概 要  

・「過去・現在・未来」について研究協力委員が

探究記録１を作成した。 
・研究協力委員が探究記録１を基にグループご

とに対話した。 
・武蔵野大学 伊藤 羊一教授による講義「アン

トレプレナーシップをもって踏み出そう！」を受

け、ワークショップ型の研修を実施した。 
 ④ 探究記録より（抜粋） 

   ・自分自身の考え方を言葉にすることで再認識して、

自分についてより深く理解できた。また、人に話すこ

とによって考えが整理された。 

  ・個人としては、もっと様々なことに取り組んでいき

たい。一つのことを突き抜けて取り組むのではなくア

ベレージをあげて仕事をしたいと考えている。 

  ・様々な校種の先生と交流し、互いに自己開示をし、

良いことだけでなく苦労や不安を共有できた。研修

内容以前にそのことだけでもまずは大きな収穫で  

あったと実感した。 

 ⑤ 課題と次回の目的設定 
 ファシリテーターの必要性と、心理的安全の

重要性を再確認した。次回もファシリテーター

（指導主事）を配置した対話の場を設定する。

問いかけの工夫を図りながら積極的な聞き手と

なるようにする。次回は「未来」の部分を考え、

自身の教育課題と向き合えるようにする。 
【第２回】 

① 研 修 日 令和６年５月 29 日（水） 
② 研修目標 次期教育振興計画を読むことで「未

来」の子供たちに必要なことを考えるとともに、対

話等をとおして自身の教育課題に気づく。 
③ 概 要 

 ・探究記録１を配布し、前回から今回までの変化

を話し合う。 
・参加者が教育振興基本計画のポイントを確認

し、疑問点等を意識し、「未来の子供たちに必

要なこと」を視点として、自身で、資料を探した

り、対話したりする。 
・武蔵野美術大学 三澤 一実教授が、研究協

力委員の多様な視座を得るために、委員それ

ぞれに問いを投げかけて対話を進めた。 
④ 探究記録より（抜粋） 
  ・今回の研修は、うちに秘めた疑問点を言語化できた

会であった。進むべき方向性の確認ができたが、これ

をどう周知していくか。またこの研修内容をどう形に

するかがまだ不透明である。 

  ・対話をする中で他者の意見を聞き、自身の考え方や

行動、発言内容を見直すことも重要であると感じた。

講師の先生と教職員の対話のキャッチボールを観察

していると、教員はわかっているつもりになっている

だけで、深くまで理解していないのかもしれないとい

う疑問が生まれた。 

 ⑤ 課題と次回の目的設定 
   未来の子供たちに必要なことを認識し、三澤

教授のファシリテーションの効果から自身の考

えを整理し言語化することができた。理想と現

状の差から課題を設定し、実践に向けて進む

一歩となるようにする。 
【第３回】 

① 研 修 日 令和６年８月 21 日（水） 
 ② 研修目標 教師としての在りたい姿を意識化す

ることで、その姿になるための一歩を踏み出

す。（オンラインで実施） 

③ 概 要 

  ・第２回で考えた課題を受けて、今回までに

どのようなことを考え、実践したか話し合

う。 

  ・探究記録１を読み直し、「自分が在りたい教

師はどのような姿か」考え、自身の思いの

変容を確かめる。 

  ・グループ対話をとおして、在りたい教師像

を意識する。 

  ・在りたい教師像実現のために何ができるか
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考える。 

 ④ 探究記録より（抜粋） 

 ・第１回目の探究記録を読み返すと、児童と信頼関係

を構築し、児童に寄り添った指導をすることができ

る教師が自分自身の在りたい教師の姿であることが

明確化された。 

  ・話し始めて、やはりオンラインの難しさを痛感した。

コロナ流行以降、オンラインでの研修はたくさんあっ

たが、「聞くだけ」であるものに対しては有効だと感じ

ている。（中略）この「共創調査研究」における「対話」

は、やりとりのリズムと掛け合いが重要で、オンライン

だとズレが生じてしまう。特に私は、何度も他人の言

葉にかぶせてしまうことがあり、迷惑をかけたかもし

れない。一方でそれは、みんなが「主体的」に参加し、

話したい、伝えたいと考えているからこそであり、喜

ばしいことなのだと思った。 

  ⑤ 課題と次回の目的設定 
 課題に対して取組が始まり、うまくいった部分

といかなかった部分をメンバー同士で対話でき

ていた。探究記録を振り返る場面を設定し、

「在りたい教師の姿」を明確にできるようにする。 
【第４回】 

 ① 研 修 日 令和６年 10 月４日（金） 

 ② 研修目標 教師としての在りたい姿に向け

て踏み出した一歩を共有する。 

 ③ 概 要 

   ・「在りたい教師の姿」に向けてどのような

一歩を踏み出したかを聴き、伝え合う。自

身の取組（つまずき等も含め）を伝達する。 

   ・エール株式会社 代表取締役 櫻井将氏

の講義「まず、ちゃんと聴く。～コミュニ

ケーションがよくなる３つの技術～」を聞

きながら、話し合う。 

 ④ 探究記録より（抜粋） 

 ・自分のもつ専門性や強み、苦手とする分野や弱みの

分析はもちろん、仕事に対する向き合い方や価値観、

日頃の生徒や同僚、保護者等と関わる姿を客観的に

捉えたりすることなどを通して、自身の改善すべき

点や伸長していく点などを整理し自己研鑽につなげ

たい。 

  ・いままでやっていたことを WITH ジャッジメントや、

領域などに名付けしていただいたことで、（世界を分

割していただき、）見える世界が変わった。いままで

なんとなくやってきたことを聞き方のバリエーション

として意識して行えるようになったこと、大きな違い

がある。 

⑤ 課題と次回の目的設定 
 「在りたい教師の姿」をフリップで示し、１分間

で発表することで、その後の対話で考えた背景

を聞くなど、全体としての一体感が生まれた。

探究は一人での実践ではなく、まわりを巻き込

む力が必要であり、そのために聴くことが必要

であることを意識できるようにする。 

【第５回】 

 ① 研 修 日 令和６年 11 月 15 日（金） 

 ② 研修目標 今年度、考えたことや取組を言

語化・視覚化することで、自身の変容を捉

える。 

 ③ 概 要 

   ・次回の最終回に向けての説明を実施。 

   ・ポスターセッションに向けての準備。 

 ④ 探究記録より（抜粋） 

  ・前回までは、目指す教師像を「自分の考え、思いを伝

えられる教員」としていたが、「共に考え、思いを伝え

合える教員」とした。実際に人に伝える前の段階、伝

えたい内容をまとめる段階について改めて思い至る

ことができた。 

  ・本日の目標が「試行錯誤の価値を意識化すること」と

なっており、試行錯誤して考えが変わっていくことを

前向きに捉えることができた。また、考えの変容を整

理することで、この試行錯誤は大切な過程であったと

気づくことができた。今後も、まだまだ試行錯誤を繰

り返していくと思うが、そんな自分でも良いのだと分

かり安心した。 

⑤ 課題と次回の目的設定 
 今年度考えたことや取組を言語化・可視化

することで在りたい教師の姿と自身の取組

がつながり、過去からの変容を実感すること

ができた。次回の報告会では、取組を報告す

るだけにとどまることなく、対話をとおして

「在りたい教師の姿」に向き合うものにする。 

【第６回】 

 ① 研 修 日 令和７年１月 29日（水） 

 ② 研修目標 自身が取り組んできた教育活動

について振り返り、参加者同士が対話をと

おし、学びを深め、これからの教師として

の在り方に向き合う。 

 ③ 概 要 

   ・ポスターセッション形式による発表を行

い、福井大学清川亨教授の指導を受け、よ

りよい教育活動について話し合う。 

   ・独立行政法人教職員支援機構  理事長  

荒瀬 克己氏、福井大学 中森 一郎教授、
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清川 亨教授がファシリテーターとなり、

実践とこれからについて対話を行う。 

 ④ 探究記録より（抜粋） 

  ・今回の調査研究で新たな教師の学びの方向性が自

分の中で見えてきたが、その学びを実践していくため

には、その学びができる環境を整える＝教育現場で

の仕事内容の精選と断捨離が必要不可欠である事を

この探究記録を入力しながら書き綴っている。この仕

事の断捨離は教師ひとりが勝手にできる事ではない

ので、学校全体、市町村全体、ひいては、県全体で一

丸とならなければできない。この課題の突破口を見

つけるのが今後の課題であろう。 

  ・この「研修観の転換」を考えていくと、自分は多くの

課題があると感じている。自分がメンターになった時、

イメージはあるが、それに対して現場で落とし込むと

すると少々、障壁があるのではないかと思う。これに

ついては、29 日の研修がおわり、30 日に自校に  

帰ったときに本校の校長とも話した。いま、対話をす

るべき層はどの層なのか。どのように仲間を増やす

か。どのように二項対立にしないようにするか。多く

の課題を抱えながらも、自分たちが大きな転換をす

るのだと感じながら来年を迎えたい。 

4 ＮＩＴＳとの関係事業について 

 ＮＩＴＳ主催の「研修マネジメント力協働開発

プログラム（発展編）」（令和６年５月 23 日（木）

実施）に当センター所長、副所長、主任指導主事

２名、高校教育指導課指導主事が参加した。各教

育委員会が実施している探究型研修の企画・実施

状況、研修の工夫点等について他県の教育センタ

ー・教育研究所と協議を行った。当センターの調

査研究事業についての実施状況・計画を発表した。 

5 その他の研修・視察について 

⑴ 「令和６年度研修マネジメント力協働開発プ

ログラム(全国版)」 

 第１回 令和６年６月３日(月)～ 

          令和６年６月４日(火) 

 第２回 令和６年 10月 18 日(金) 

 第３回 令和７年２月 26 日(水) 

 オンラインにより研修参加 

⑵ 実践研究福井ラウンドテーブル２０２４ 

 日程：令和６年７月６日（土） 

 オンラインにより参加 

⑶ STEAM 教育次世代ワークショップ「人」を考

える。「デザイン思考でユニバーサルデザインを

考えてみよう！」 

 日程：令和６年９月 21日（土） 

会場：大日本印刷株式会社ＤＮＰプラザ 

⑷ マッキンゼー研修会「教職員に求める問題解

決力・連携協働力 プレゼンテーション、ファ

シリテーション、フィードバック、コーチング

について」 

 日程：令和６年 11 月１日（金） 

 会場：三鷹市教育センター 

⑸ 「福井大学連合教職大学院東京サテライト 

   ラウンドテーブル 2024」 

 日程：令和６年 11 月 16 日（土） 

 オンラインにより参加 

⑹ さいたま市立大宮国際中等教育学校の視察 

 日程：令和６年 11 月 26 日（火） 

 会場：さいたま市立大宮国際中等教育学校 

⑺ 「探究活動発表会」 

 日程：令和６年 11 月 26 日（火） 

 会場：浦和第一女子高等学校 

⑻ 新渡戸文化中学校・高等学校の視察 
 日程：令和６年 12 月４日（水） 

 会場：新渡戸文化中学校・高等学校  

⑼ かえつ有明中・高等学校の視察 
 日程：令和７年１月 15日（水） 

 会場：かえつ有明中・高等学校 
6 結びに 

 本年度、ユニットは、研究協力委員自身が設定

した課題解決に向けて試行錯誤を繰り返し、ユニ

ットの運営委員が伴走者として、外部の大学や関

係機関からの示唆をいただきながら取組を進めて

きた。研究協力委員が対話を繰り返し、協働して

解決策を考え、これまでの知見を共有してきた。

研究協力委員も、ユニットの運営委員である指導

主事も探究的な学びを経験し、「探究のスパイラル」

を実感してきた。今後、各学校の日々の教育活動

の実践を通じて、今回考えたことの実践を継続し

てもらう。次年度についても、県内外の探究を中

心とした学びを展開する教育委員会・学校の実践

の情報収集に努め、「研修観の転換」の実行に向け

て活動を継続する。 

追記 

リーダーを務めていた企画調整担当の佐藤指導

主事が、途中人事で教頭に昇任されたため、企画調

整担当の松鷹指導主事が、一部加筆修正を行った。 
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主事 戸 谷 槙 斗 指導主事兼所員 大 塚 政 輝 会計年度任用職員（電話教育相談員） 島 﨑 祐 子

主事 渡 邉 純 子 指導主事兼所員 柴 崎 雅 子 会計年度任用職員（電話教育相談員） 丹 羽 大 恭

司書主幹（ＧＬ） 小 林 幸 子 指導主事兼所員 小 須 田 一 樹 会計年度任用職員（電話教育相談員） 新 井 信 男
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主任指導主事（SGL) 三 浦 直 行 指導主事兼所員 永 井 直 樹 嘱託医 巽 新 吾

指導主事兼所員 澁 澤 隆 美 指導主事兼主任専門員 島 村 圭 一 江南支所

指導主事兼所員 須 永 章 宏 指導主事兼主任専門員 関 俊 秀 職　　　　　名 氏　　　名

指導主事兼所員 松 鷹 博 紀 指導主事兼主任専門員 永 田 祐 子 担当部長(GL) 嶋 田 義 雄

指導主事兼所員（GL) 浅 賀 忠 夫 会計年度任用職員（専門指導員） 中 山 幸 男 主事 岡 部 鈴 瑚

指導主事兼所員（SGL) 丸 山 誠 司 会計年度任用職員（専門指導員） 渡 辺 春 美 主任指導主事（ＧＬ） 春 田 朗 紀

指導主事兼所員 萩 原 亮 彦 会計年度任用職員（教職員研修・調査研究事務員） 蓮 見 伸 子 担当課長（技）（SGL） 島 田 修

主任指導主事（GL）兼高指課 佐 藤 康 成 主任指導主事（GL) 萩 野 貴 之 指導主事兼所員（SＧＬ） 橋 本 博 行

指導主事兼所員（SGL)兼高指課 山 形 祥 弘 主任指導主事（SGL) 鈴 木 彩 子 指導主事兼所員 谷 貴 美

指導主事兼所員兼高指課 萱 津 百 合 子 指導主事兼所員 山 﨑 元 美 指導主事兼所員 甲 村 龍 之 進

指導主事兼所員兼高指課 齊 藤 龍 馬 指導主事兼所員 鈴 木 真 紀 指導主事兼所員 武 井 一 郎

指導主事兼所員兼高指課 福 田 裕 臣 指導主事兼所員 中 山 直 紀 指導主事兼所員 橋 本 航

指導主事兼所員兼高指課 齊 藤 義 教 指導主事兼所員 笛 場 敦 司 担当課長（事） 加 藤 誠

指導主事兼所員兼高指課 石 田 真 一 指導主事兼所員 長 濵 美 智 子 主任専門員（技） 浅 見 靖

指導主事兼所員兼高指課 秋 場 大 輔 指導主事兼所員 中 村 ひ と み 技師 和 田 章 人

指導主事兼所員兼高指課 大 島 功 嗣 指導主事兼所員 加 藤 敦 技師 秋 池 紗 都 美

指導主事兼所員兼高指課 坂 本 和 樹 指導主事兼所員 釜 井 亮 輔 会計年度任用職員（補助員） 森 田 淳

指導主事兼所員兼高指課 谷 川 宏 平 指導主事兼所員 秀 嶋 矩 子

指導主事兼所員兼高指課 長 村 佳 子 指導主事兼所員 内 田 純 一

指導主事兼所員兼高指課 鹿 島 雄 介 指導主事兼所員 浅 見 寿 文

指導主事兼所員 野 澤 博 孝

指導主事兼所員 土 井 鉄 平

指導主事兼所員 黒 田 俊 之

指導主事兼所員 本 庄 秀 行

会計年度任用職員（専門指導員） 水 野 義 夫

会計年度任用職員（専門指導員） 戸 坂 和 明

主任指導主事（ＧＬ） 森 澤 由 希

指導主事兼所員（ＳＧＬ） 定 方 千 恵  

指導主事兼所員 山 口 さ や か

指導主事兼所員 小 野 塚 雄 彦

指導主事兼所員 齋 藤 祐 一

指導主事兼所員 津 久 井 亮 典

指導主事兼所員兼ICT教育推進課指導主事 小 林 航
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※教育主幹　榎本　貴一は、
　 県立進修館高校校長に
　 企画調整担当指導主事兼所員　佐藤　勉は、
   県立越谷西高等学校教頭に
   年度途中で昇任。
   総務担当主事　岡田　和貴は、
   生涯学習推進課へ異動。

所属

高
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当
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埼玉県立総合教育センター紀要執筆要領（抜粋）

論文は以下の執筆要領に従って、具体的な内容

をわかりやすく記述してください。 

1 執筆者 

 執筆者は、原則として本センターの所員とします。 

2.2 執筆様式 

 印刷用紙は A4 版とし、余白は上下 25 ㎜、左右 20 
㎜。提出時にはページ番号を付与しないでください。 

 本文は２段組みで作成し、文字は 10.5p、明朝体を

原則とします。章の番号、タイトルは 11p、ゴシック体、

左詰めとします。節の番号、タイトル（例：「2.1 執筆

者」）は 10.5p、ゴシック体、左詰めとします。  

 和文の強調箇所は、原則としてゴシック体を用いて

ください。英数字にはピッチ可変(proportional font)
の字体を使うようにしてください。 

2.2 図表の記入 

 図、表には番号・タイトル(MS 明朝、10P、センタリン

グ)を付けてください。図、表の番号は、それぞれ、図

1、図 2、…、表 1、表 2、…、のように通し番号としま

す。 

2.3 執筆の領域 

 執筆者は、次の３領域のいずれかに原稿（未公刊

のものに限る。）を投稿することができます。 

① [研究論文] 教育の理論や実践に関する研究

成果を基にした論文 

② [研究報告] 調査研究報告、実践記録、実践

結果など 

③ [資料] 学習指導案、授業計画資料など、未加

工の原資料 

2.4 査読 

① ［研究論文］、[研究報告]及び[資料]は、紀要

編集委員会が執筆者に内容の修正を求めるこ

とがあり、修正に十分応じていただけなかった

場合は、不掲載となる場合があります。 

3 参考文献など 

 本文に続いて、謝辞、参考文献、著者紹介を配置

します。謝辞は、ページに余裕がある場合に、随時付

け加えてください。 

 

3.1 引用 

 本文中での参考文献の引用は引用箇所に[1]、 
[2]、 [4-6]などと付けてください。上付けとしてください。 
 参考文献は本文の末尾にまとめてください。雑誌の

場合[1]は、著者名、題目、雑誌名(略記にて可)、巻

(太字)、号、ページ、発行西暦年を、書籍[2]の場合に

は、著者(または編者)名、書名(編者)、ページ、発行

所、発行西暦年の順に記載してください。なお、著者

(または編者)名の後はコロン「:」、題目そのほかの区

切りはカンマ「，」とし、発行西暦年は小括弧「( )」で囲

んでください。 

 著者(または編者)名は、氏名を列記し、カンマ「，」

で区切ってください。著者が多い場合には、代表的

な著者名を記載し、その他の著者名を「他」で省略す

ることがでます。 

 インターネット上の資料を引用の場合は、著者、サ

イト名、ページ（論文）名、当該ページの掲載（発表）

年、最終確認日、URL としてください。 

4 省略 

5 著作権 

① 本紀要に掲載される論文等などの著作権は原

則として本センターに帰属するものとします。  

② 執筆者自身が自分の論文等などの全文又は

一部を複製、翻訳、翻案などの形で利用する

場合、これに対して本センターでは原則的に

それを妨げることはしません。ただし、複製、翻

訳、翻案などに際しては、出典を明らかにする

ものとします。  

③ 本紀要に掲載された論文等は、他の紀要や学

会等へ論文としての提出はできませんので、

御注意ください。 

6 その他 

 著作物や研修受講者の振り返り、過去在籍してい

た学校等での生徒の記述や作品等の使用は、本人

や保護者等に別途許可を取る必要があります。 

令和元年８月２３日 令和３年１０月１９日(一部改訂)         

令和６年７月２日（一部改訂） 
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